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熊本県議会 決算特別委員会会議記録第 ７ 回

平成20年10月28日（火曜日）

午前10時４分開議

午前11時26分休憩

午前11時32分開議

午後０時２分休憩

午後１時１分開議

午後２時41分閉会

本日の会議に付した事件

議案第27号 平成19年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について

議案第28号 平成19年度熊本県農業改良資

金特別会計歳入歳出決算の認定について

議案第29号 平成19年度熊本県中小企業振

興資金特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて

議案第35号 平成19年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定

について

議案第38号 平成19年度熊本県林業改善資

金特別会計歳入歳出決算の認定について

議案第39号 平成19年度熊本県沿岸漁業改

善資金特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて

議案第42号 平成19年度熊本県高度技術研

究開発基盤整備特別会計歳入歳出決算の

認定について
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欠席委員（なし）
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次 長 瀬 口 豊

次 長 三 島 和 隆

次 長 加 納 義 英

次 長 井 手 澄 男

次 長 堤 泰 博

首席農林水産審議員兼

農林水産政策課長 伊 藤 敏 明

団体支援総室長 河 野 靖

団体支援総室副総室長 船 越 宏 樹

農林水産政策監兼

団体検査室長 加 久 伸 治

農業経営課長 倉 永 保 男

首席農林水産審議員兼

農業技術課長 藤 井 正 範

農産課長 麻 生 秀 則

園芸生産・流通課長 大田黒 愼 一

畜産課長 高 野 敏 則

首席農林水産審議員兼

農村計画・技術管理課長 進 藤 金日子

農林水産技術管理監兼

技術管理室長 山 本 一 登

農村整備課長 榎 純 一

森林整備課長 織 田 央

林業振興課長 下 林 恭

森林保全課長 藤 崎 岩 男
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水産振興課長 岩 下 徹

漁港漁場整備課長 久保田 義 信

商工観光労働部

部 長 島 田 万 里

次 長 赤 星 政 德

首席商工審議員兼

商工政策課長 宮 尾 尚

産業支援課長 前 田 正 夫

経営金融課長 藤 好 清 隆

首席企業立地審議員兼

企業立地課長 小野上 典 明

観光物産総室長 梅 本 茂

労働雇用総室長 長 野 潤 一

出納局職員出席者

会計管理者兼出納局長 宮 田 政 道

首席会計審議員兼

会計課長 藤 本 玉 留

監査事務局職員出席者

事務局長 金 田 和 洋

事務局職員出席者

議事課課長補佐 徳 永 和 彦

議事課課長補佐 菊 住 幸 枝

議事課課長補佐 堀 田 宗 作

午前10時４分開会

○早川英明委員長 それでは、ただいまから

第７回決算特別委員会を開会いたします。

本日は、初めに農林水産部の審査を行い、

その後、午後から商工観光労働部の審査を行

うこととしております。

それでは、これより農林水産部の審査を行

います。

まず、農林水産部長から総括説明を行い、

続いて担当課長、総室長から順番に説明をお

願いします。

なお、部長さん、そしてまた各課長さん

方、着座のままで結構でございますから、よ

ろしくお願いします。

初めに、田農林水産部長どうぞ。

○田農林水産部長 それでは、平成19年度

決算の説明に先立ちまして、前年度の決算特

別委員会において「施策推進上改善又は検討

を要するもの」として御指摘のありました事

項のうち、農林水産部関係についてその後の

措置状況を御報告いたします。

１点目は、「収入未済の解消については、

関係部局においてそれぞれ努力の跡が見ら

れ、成果も上がっているが、財源確保及び負

担の公平性の観点から、滞納者・債務者の所

得の把握に努め、法的手段を含めて適切な徴

収対策を講じること。」でございます。

農林水産部では、農業改良資金貸付金償還

金、林業・木材産業改善資金貸付金償還金、

沿岸漁業改善資金貸付金償還金及び国営土地

改良事業直轄負担金並びに公害防止事業費事

業者負担金、漁港施設使用料で収入未済が発

生しております。

このうち、まず、農業改良資金貸付金償還

金につきましては、各地域振興局が農業改良

資金債権回収マニュアルに基づき督促状の送

付を行うとともに、農協と連携し、債務者本

人との償還のための協議及び督促を実施して

おります。

督促を実施しても回収できない案件につき

ましては、早期に関係者と償還協議を実施

し、分割返済や負債整理資金への借りかえに

よる回収のほか、連帯保証人からの分割徴収

にも努めております。

次に、林業・木材産業改善資金貸付金償還

金及び沿岸漁業改善資金貸付金償還金につき

ましては、地域振興局及び事務委託機関であ

る県森林組合連合会、漁業協同組合等と連携

して、債務者本人と個別面談を行い償還計画

を策定させるとともに、分納誓約書を提出さ

せるなどして債権回収に努めました。

次に、国営土地改良事業直轄負担金につき
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ましては、債務者である土地改良区に対して

納付催告を行うことに加え、土地改良区の理

事に対し受益農家からの納付促進を図る手段

として、滞納処分などの指導を行っておりま

す。

加えて、地域の実情に応じた営農支援活

動・合同臨戸などの諸対策を土地改良区とと

もに実施しているところであり、今後も引き

続き未収金解消に努めてまいります。

次に、公害防止事業費事業者負担金の未収

金につきましては、滞納処分による債権回収

という処理方針で取り組んできており、平成

14年度以降毎年資産調査を実施し、可能な限

り債権回収を実施しております。今後も資産

調査を継続し、未収金の回収に努力してまい

ります。

また、牛深漁港における漁港施設使用料の

未収金につきましては、訪問による督促等を

定期的に実施するとともに、分納誓約書に基

づく納入指導等を行っております。今後とも

滞納処分を視野に入れながら、引き続き未収

金の回収に努力してまいります。

２点目は、「産地表示の偽装などにより、

消費者の信頼が揺らいでいるので、トラフグ

やアサリなどの県産品出荷に際しては監視を

きちんと行うなど、食の安全・安心のための

施策の強化に努めること。」でございます。

食の安全・安心につきましては環境生活部

で所管しておりますが、農林水産部におきま

しても、環境生活部や九州農政局と連携し、

販売店等の監視・指導を行っており、特にト

ラフグを初めとする養殖魚については、県と

県漁連が共同で適正養殖業者の認証を行い、

食の安全確保に努めております。今後も消費

者の信頼を得られるよう引き続き実施してま

いります。

３点目は、「林業公社については、熊本県

林業公社経営改善推進委員会の提言を踏ま

え、引き続き経営改善に努めること。」でご

ざいます。

林業公社ではさまざまな経営改善に取り組

んできたところでございますが、木材価格の

低迷が続いている中で、依然として収支見通

しは厳しいものとなっております。県では、

熊本県林業公社経営改善推進委員会の中間報

告の提言を踏まえ、分収割合の見直しや長伐

期化の推進等の、経営改善に向けた追加的対

策に取り組むよう林業公社を指導しており、

林業公社において着実に取り組みが進められ

ております。

なお、平成20年３月、同委員会から提出さ

れた熊本県林業公社の今後のあり方に関する

報告書に即し、８月に林業公社の今後のあり

方についての県としての方針を決定したとこ

ろであり、当該方針に基づき今後とも経営改

善への取り組みが着実に実行されるよう、林

業公社に対し支援・指導を行ってまいりま

す。

続きまして、農林水産部における一般会

計、特別会計の平成19年度決算の概要につい

て御説明申し上げます。

まず、歳入についてでございますが、収入

済額は423億8,374万円余で、調定額に対する

収入率は99.4％となっております。収入未済

額は２億5,762万円余でございます。

次に、歳出決算でございます。予算現額82

2億4,905万円余に対しまして支出済額728億

3,545万円余で、88.6％の執行率となってお

ります。

なお、予算現額に対して支出済額が94億1,

359万円余下回っておりますが、その主な理

由は翌年度への繰越額75億1,702万円余など

によるものでございます。

また、不用額は18億9,657万円余でござい

ますが、一般会計における補助事業等の内示

減や経費節減等による執行残、農業改良資金

特別会計において、貸付金枠に対し需要額が

下回ったことなどによるものでございます。

以上が農林水産部関係の決算の概要でござ

います。
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詳細につきましては各課長、総室長から説

明いたしますので、御審議のほどをよろしく

お願い申し上げます。

○早川英明委員長 引き続き、各課長、総室

長の説明をお願いします。

まず最初に、伊藤農林水産政策課長。

○伊藤農林水産政策課長 農林水産政策課長

の伊藤でございます。

定期監査における公表事項はございませ

ん。

それでは、お手元の決算特別委員会説明資

料に沿って説明をさせていただきます。

農林水産政策課の歳入につきましては、２

ページから６ページに記載をしております。

不納欠損額及び収入未済額はございませ

ん。

予算現額と収入済額につきましては、差額

が大きいもののみ説明をさせていただきま

す。

まず、４ページをお願いいたします。

中段下の、水とみどりの森づくり基金預金

利子の収入済額が０円となっておりますが、

平成20年度の歳入として繰り入れを行ったこ

とによるものでございます。

また、５ページ上段の、農業研究センター

における生産物売払収入につきまして1,098

万円の増額が生じておりますが、これは生産

量の増及び市場価格の変動に伴う収入増でご

ざいます。

また、６ページ中段でございますが、中段

の違約金及び延滞利息のうち工事契約違約金

といたしまして577万円余の増額が生じてお

りますが、これは菊池地域振興局における工

事の契約解除に伴う違約金でございます。

次に、歳出でございますけれども、７ペー

ジから10ページに記載をしております。

不用額のうち経費節減に伴う執行残につき

ましては各課に共通する事項でございます

が、主に厳しい県の財政状況を踏まえ節減に

取り組んだ結果でございます。

それでは、７ページをお願いいたします。

総務費の一般管理費につきましては、翌年

度繰越額及び不用額ともにございません。

中段の農業総務費の不用額2,452万円余が

ございますが、これは経費節減に伴う執行残

及び人件費の執行残でございます。

次に、８ページ、９ページをお願いいたし

ます。

いずれも翌年度繰越額はございません。８

ページ上段の農業研究センター費の不用額2,

985万円余、同じく下段の農業研究センター

費の不用額288万円余、また９ページの林業

総務費の不用額790万円余、同じく中段の林

業振興指導費の不用額409万円余、林業研究

指導所費の不用額593万円余につきまして

は、それぞれ経費節減等に伴う執行残及び人

件費の執行残でございます。

次に、10ページをお願いいたします。

翌年度繰越額はございません。

水産研究センター費の不用額1,668万円余

がございますが、経費節減に伴う執行残及び

人件費の執行残でございます。

農林水産政策課の説明は以上でございま

す。よろしくお願いいたします。

○河野団体支援総室長 団体支援総室長の河

野でございます。

団体支援総室には、本年度定期監査での指

摘事項といたしまして、農業改良資金貸付金

償還金の未収金、林業改善資金貸付金償還金

の未収金及び沿岸漁業改善資金貸付金償還金

等の未収金がございますが、これにつきまし

ては収入未済に関する事項でございますの

で、歳入の説明のときに御説明をさせていた

だきます。

また、指導事項といたしまして、林業改善

資金貸付金及び沿岸漁業改善資金貸付金に係

る滞納事案ということでございますが、これ
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につきましては平成18年度までに滞納者が２

名及び３名でございましたために、延滞者一

覧表で管理して、延滞者との面談等につきま

しては、復命書等によって把握をして管理を

していたというものでございます。現在は、

御指摘によりまして滞納者の管理台帳を作成

いたしまして、督促協議経過等も台帳に記載

し、台帳によって班長以上が定期的に把握す

ることとしているところでございます。

それでは、説明資料の11ページをお願いい

たします。

まず、一般会計について御説明いたしま

す。

最初に、歳入については11ページから13ペ

ージまででございます。

国庫支出金、繰入金、諸収入につきまし

て、いずれも不納欠損額、収入未済額はござ

いません。

12ページの下から２番目の段にございます

が、県低利預託基金貸付金回収金におきまし

て、予算現額と収入済額との比較で400万円

余の減額となっております。これは資金の需

要が見込みを下回ったことによるものでござ

います｡

次に、14ページをお願いいたします。

歳出につきましては、14ページから16ペー

ジまででございます。

14ページ、下から２段目の農業総務費の不

用額340万円余につきましては、人件費の執

行残でございます。

一番下の段の農業金融対策費の不用額1,76

0万円余につきましては、資金の需要が見込

みを下回ったことによる執行残でございま

す。

次に、15ページをお願いいたします。

１段目、農業協同組合指導費の不用額180

万円余につきましては、経費節減に伴う執行

残でございます。

下から２段目の林業総務費の不用額110万

円余につきましては、人件費の執行残でござ

います。

それから、一番下の段の林業振興指導費の

不用額140万円余につきましては、経費節減

に伴う執行残でございます。

次に、16ページをお願いいたします。

上から２段目の水産業総務費の不用額100

万円余につきましては、人件費の執行残でご

ざいます。

それから、次の段の水産業協同組合指導費

の不用額120万円余につきましては、経費節

減に伴う執行残でございます。

次に、17ページをお願いいたします。

農業改良資金特別会計についてでございま

す。

まず、歳入でございます。

不納欠損額はありませんが、上から３段

目、諸収入のうち農業改良資金貸付金償還元

金について4,680万円余の収入未済額がござ

います。これは借入者の農業経営の悪化によ

り償還金の延滞が生じたものでありまして、

本年度の定期監査においても指摘を受けてい

るところでございます。回収に努めました結

果、本年９月末現在で300万円余を収入済み

でございますが、今後さらに農協など関係機

関との連携を十分強化し、経営状況も把握い

たしまして、早期回収に努めてまいりたいと

考えております。そのほかについては不納欠

損額、収入未済額はございません。

次に、18ページをお願いいたします。

歳出でございます。

上の段の農業改良資金助成金の不用額２億

8,920万円余につきましては、農業者の資金

需要が計画額を下回ったためでございます

が、これは貸し付け財源として次年度に繰り

越すものでございます。

次に、19ページをお願いいたします。

林業改善資金特別会計でございます。

まず、歳入でございます。不納欠損額はあ

りませんが、上から５段目、諸収入のうち林

業改善資金貸付金償還元金について1,500万
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円余の収入未済額がございます。これは借入

者の林業経営の悪化により償還金の延滞が生

じたものでございまして、本年度定期監査に

おいても指摘を受けているところでございま

す。回収に努めました結果、9月末現在で630

万円を収入済みでございますが、今後さらに

県森林組合連合会など関係機関との連携を強

化して、経営状況も十分把握いたしまして早

期回収に努めてまいたいと考えております。

また、これについては、予算現額と収入済

額との比較で3,320万円余の減額となってお

ります。これは平成18年度の貸付額に対して

貸し付け実績が少なかったために、償還元金

が減少したものでございます。そのほかにつ

いては不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。

なお、一番下の繰越金については、予算現

額と収入済額との比較で２億6,310万円余の

差がございますが、これは当初繰越金を１億

2,940万円余計上しておりましたけれども、

収入済額として前年度決算により確定した繰

越金が入ってきた結果として生じたものでご

ざいます。

次に、20ページをお願いいたします。

歳出でございます。

上から２段目の林業改善資金助成金の不用

額１億3,330万円余については、林業者の資

金需要額が計画額を下回ったためでございま

すが、これは貸し付け財源として次年度に繰

り越すものでございます。

次に、21ページをお願いいたします。

最後に、沿岸漁業改善資金特別会計につい

て御説明いたします。

まず、歳入でございます。

不納欠損額はありませんが、上から３段

目、諸収入のうち沿岸漁業改善資金貸付金償

還元金について1,060万円余の収入未済額が

ございます。これは借入者の漁業経営の悪化

により償還金等の延滞が生じたものでござい

まして、本年度の定期監査においても指摘を

受けているところでございます。

このうち９月末現在で貸付金償還元金50万

円余を収入済みでございますが、今後さらに

漁協など関係機関との連携を強化して、経営

状況も把握いたしまして早期回収に努めてま

いりたいと考えております。そのほかについ

ては不納欠損額、収入未済額はありません。

なお、ここの一番下の段の繰越金について

でございますが、予算現額と収入済額との比

較で２億720万円余の差がありますが、これ

は当初繰越金を330万円余計上しておりまし

たが、収入済額としては前年度決算により確

定した繰越金が入ってまいりますので、その

結果として生じたものでございます。

それから、22ページをお願いいたします。

歳出でございます。

沿岸漁業改善資金助成金の不用額4,580万

円余については、漁業者の資金需要が計画額

を下回ったためでございます。これは貸し付

け財源として次年度に繰り越すものでござい

ます。

団体支援総室は以上でございます。御審議

のほどをよろしくお願いいたします。

○倉永農業経営課長 農業経営課長の倉永で

ございます。

定期監査における公表事項はございませ

ん。

委員会説明資料の23ページをお願いいたし

ます。

26ページまでが農業経営課関係の歳入関係

分です。

内容につきましては、いずれも不納欠損

額、収入未済額はございません。

予算の現額と収入済額との比較において増

減が大きいものについて御説明をいたしま

す。

24ページをお願いいたします。

中ほどに、農業・食品産業強化対策推進交

付金230万円余のマイナスとなっておりま
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す。これは地域への組織育成緊急支援事業の

農業機械導入支援におきまして、事業主体で

ある営農組織の計画の見直しによる執行残及

び入札残に伴う国からの内示の減によるもの

です。

一段下の農業・食品産業強化対策整備交付

金が２億6,600万円余のマイナスとなってお

ります。これは農業構造改善の施設整備事業

関係の20年度への繰り越しが１億5,600万円

余あったことと、経営構造対策事業の施設整

備におきまして、ハウス用資材の高騰による

事業の要望減、及び事業主体であるＪＡ等の

計画変更に伴い１億900万円余の国からの内

示の減によるものです。

25ページをお願いいたします。

財産収入関係ですけれども、再下段の生産

物売払収入で330万円余の増額が生じており

ます。これは県立農業大学校におきます生産

物品の生産量の増収及び市場価格の変動に伴

う収入の増です。

次に、歳出関係になりますが、27ページを

お願いいたします。

農業総務費の不用額1,000万円余につきま

しては、主に地域への組織育成緊急支援事業

のうち、水田系所得安定対策を機に設立をさ

れました地域への組織の活動支援につきまし

て、設立間もない組織等でまだまだ事業の活

用が見込みよりも少なくなったことによる経

費節減等によるものです。

28ページをお願いいたします。

農業改良普及費の不用額700万円余、これ

につきましては、そこにいろいろな事業があ

りますけれども、額に若干差はありますが、

それぞれの事業においての経費節減によるも

のです。

次の、農業構造改善事業費ですが、20年度

への繰り越しが１億5,900万円余あります。

繰り越しの内訳ですけれども、別途委員会附

属資料の１ページをお願いいたします。

繰越事業とその繰り越しの理由を記載して

おります。経営構造対策事業で、複合経営促

進施設、これはいわゆるギースハウスですけ

れども、これの２地区分です。一応８月末で

事業を完了しております。

委員会資料の28ページに戻っていただきた

いと思います。

農業構造改善事業費の不用額が１億1,100

万円余ありますけれども、これは経営構造対

策事業の施設整備費におきまして、ハウス用

資材の高騰による事業の要望の減、及び事業

主体であるＪＡ等の計画変更に伴いまして、

国からの内示額が予算額を下回ったことと入

札残によるものです。

29ページをお願いいたします。

農業指導施設費は、県立農業大学校関係の

経費ですけれども、700万円余の不用額とな

っています。これは経費の節減と人件費の執

行残によるものです。

下段の農地調整費の不用額130万円余は、

経費節減によるものです。

最下段の諸支出金の操出金ですが、新規就

労支援資金貸し付けのために、農業改良資金

特別会計へ一般会計から繰り出したもので

す。

30ページをお願いいたします。30ページと

31ページは特別会計です。

農業改良資金特別会計ですけれども、内容

としましては、新規就労に必要な資金を無利

子で貸し付けをしまして就農促進を図るとい

うねらいの特別会計分です。

歳入のほうですけれども、いずれも不納欠

損額、収入未済額はございません。

31ページをお願いいたします。

特別会計の歳出ですけれども、ＪＡと後継

者育成基金に対しまして、就農支援資金の貸

付金の原資として２億600万円余を支出いた

しました。不用額が１億4,400万円余出てお

りますが、資金の借り入れが計画額を下回っ

たことによるものです。

以上、農業経営課分です。どうぞよろしく
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お願いいたします。

○藤井農業技術課長 農業技術課の藤井でご

ざいます。

まず、定期監査の公表事項はございませ

ん。

それでは、説明資料の32ページをお願いし

ます。

まず、歳入でございます。

使用料及び手数料、それから下段の国庫支

出金でございますが、ともに不納欠損額、収

入未済額もございません。

33ページをお願いいたします。

上段の財産収入と下段の諸収入ですが、い

ずれも不納欠損額、収入未済額もございませ

ん。

34ページをお願いいたします。

歳出でございます。

まず、上段の総務費の一般管理費でござい

ますが、繰り越し、不用額もございません。

次に、その下段の農林水産業費でございま

すが、まず農業総務費で63万2,000円の不用

額がございますが、これは経費節減に伴う執

行残でございます。

それから、農業改良普及費で3,563万1,000

円の不用額がございますが、これは職員給与

費のうち時間外手当1,609万4,000円の執行残

のほか、経費節減に伴う執行残でございま

す。

それから、農業振興費で25万7,000円の不

用額がございますが、これは経費節減に伴う

執行残でございます。

35ページをお願いいたします。

上段の農作物対策費472万5,000円、それか

ら下段の植物防疫費73万4,000円の不用額

は、いずれも経費節減に伴う執行残でござい

ます。

農業技術課は以上でございます。御審議の

ほどをよろしくお願いします。

○麻生農産課長 農産課の麻生でございま

す。

農産課は、定期監査における公表事項はご

ざいません。

それでは、資料36ページをお願いいたしま

す。

まず、収入について御説明申し上げます。

使用料及び手数料についてでございます

が、不納欠損額はございません。収入未済額

もございません。予算現額と収入済額との比

較が66万9,000円の減になっておりますの

は、畳表価格検査枚数見込みが予定よりも少

なかったことで、手数料が減になったことに

よるものでございます。

次に、国庫支出金でございますけれども、

同じく不納欠損額はございません。それから

収入未済額もございません。予算現額と収入

済額との比較において4,050万6,000円の減に

なっております主な理由は、事業費の減少に

よるものでございます。

次に、諸収入ですが、不納欠損額、収入未

済額はそれぞれございません。

続きまして、歳出について御説明を申し上

げます。

37ページの総務費でございますが、繰越

額、不用額ともございません。

農林水産事業費ですが、農業総務費におき

まして不用額61万4,000円が出ております

が、これは人件費等による執行残でございま

す。

次に、農作物対策費における不用額5,697

万6,000円が出ておりますが、これは主に米

麦等品質改善対策事業費285万8,000円、それ

から畑作振興対策費463万8,000円、それから

い業振興対策費687万7,000円、それから生産

総合事業費4,100万4,000円でございます。

以上でございます。よろしく御審議をお願

いいたします。

○大田黒園芸生産・流通課長 園芸生産・流
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通課の大田黒でございます。

園芸生産・流通課は、定期監査における公

表事項はございません。

資料の38ページをお願いをいたします。

まず、歳入について御説明いたします。

諸収入ですが、いずれも不納欠損額、収入

未済額ともございません。

続きまして、歳出について御説明をいたし

ます。

資料39ページの上段の総務費でございます

が、繰越額、不用額ともございません。

次に、農林水産業費ですが、中段、農業総

務費における不用額527万6,000円は、人件費

の執行残及び経費節減に伴う執行残でござい

ます。

次に、下段の農業振興費の不用額26万5,00

0円は、経費節減によるものでございます。

次に、40ページをお願いをいたします。

農作物対策費における不用額3,155万5,000

円ございますが、主な内訳は、野菜振興対策

費の2,065万2,000円、花き振興対策費の33万

6,000円、それから果樹振興対策費の1,056万

5,000円でございます。国庫事業への振りか

えですとか入札に伴う執行残、経費節減に伴

う執行残でございます。

以上、よろしく御審議のほどお願いをいた

します。

○高野畜産課長 畜産課長の高野でございま

す。

定期監査における指摘事項、公表事項はご

ざいません。

資料の41ページをお願いいたします。

まず、歳入でございますけれども、一番左

のほうの使用料及び手数料でございますけれ

ども、不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。

42ページをお願いいたします。

先ほどの中の予算現額と収入済額の比較で

ございますけれども、家畜伝染病検査手数

料、これが111万余の予算に比べて減額にな

っておりますけれども、これは結核とかヨウ

ネあたりの検査頭数、こちらが減少している

ものでございます。

続きまして、42ページの中段の国庫支出金

でございますけれども、不納欠損額、収入未

済額はございません。

続きまして、43ページでございますが、財

産収入、諸収入でございますけれども、不納

欠損額、収入未済額についてはございませ

ん。特に、この予算現額と収入未済額の中

で、財産収入の43ページの下段のほうに書い

ておりますけれども、予算に比べますと、家

畜凍結精液、これの売り払いが減少している

わけでございますけれども、特に赤牛の繁殖

牛の頭数の減少、そういったもので、精液の

販売本数が減少しているものでございます。

続きまして、諸収入でございますけれど

も、こちらについても不納欠損額、収入未済

額はございません。

この中で、45ページの一番下段のところに

雑入の部分で、予算現額と収入済額が増額し

ておりますけれども、この雑入の部分は、肉

豚生産者補給金制度、これは養豚農家の価格

安定制度でございますけれども、これは３年

間積み立てたものを、発動がなければそれを

取り崩して返すというようなシステムになっ

ておりまして、今回6,100万ぐらいの積立金

が返済されたところでございます。

続きまして、46ページ歳出でございます。

まず、総務費についてでございますけれど

も、繰越額、不用額ともございません。

続きまして、農林水産業の畜産総務費でご

ざいますけれども、不用額が150万余出てお

りますけれども、こちらの分については職員

給与費の執行残及び経費節減に伴うものでご

ざいます。

続きまして、畜産振興費でございますけれ

ども、1,200万余の不用が出ておりますけれ

ども、こちらの部分につきましても経費節減
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及び事業の減少によるものでございます。

続きまして、47ページの家畜保健衛生費の

部分でございますけれども、不用額が830万

余出ておりますが、こちらも経費の節減、事

業量の減少によるものでございます。

また、下の広域農業開発、草地開発事業で

ございますけれども、不用額につきましては

執行残によるものでございます。

畜産課は以上でございます。御審議のほど

よろしくお願いします。

○進藤農村計画・技術管理課長 農村計画・

技術管理課の進藤でございます。

まず、定期監査におきまして、公表事項と

して報告された事項を説明いたします。

その内容は、「国営土地改良事業直轄負担

金の未収金について、土地改良区役員への指

導強化など努力されているが、土地改良区に

よっては、未収金回収の十分な取り組みがな

されていない。特に大口滞納者に対する滞納

処分の実施など土地改良区への指導を強化

し、引き続きその解消に努めること。」とい

う指摘を受けたものでございます。

詳細につきましては、委員会説明資料歳入

に関する調べの中で説明いたします。

説明資料の48ページをお開き願います。

まず、分担金及び負担金の国営土地改良事

業費負担金でございます。これにつきまして

は、収入未済額が9,746万4,000円でございま

す。この収入未済額について解消に努めるこ

とが、先ほど申し上げました定期監査の公表

事項でございます。

この未済額は右側の備考欄に記載しており

ますとおり、国営土地改良事業で整備された

横島干拓地区、矢部開拓パイロット地区及び

羊角湾地区、それぞれの土地改良区におきま

す受益者負担金でございます。農産物価格の

低迷など農業情勢が非常に厳しくなっている

こともあり、地域農家から各土地改良区への

負担金の納入が滞ったため収入未済が生じた

ものでございます。

収入未済額につきましては、平成14年度に

は１億996万2,000円まで増加しておりました

が、昨年度決算時には、ピーク時と比較して

約1,250万円ほど減少している状況でござい

ます。冒頭に部長から説明がありましたよう

に、今後も粘り強く債務者であります土地改

良区に、定期的な納付催告を行うことが重要

と考えております。

加えまして、土地改良法に基づく指導の一

環として、土地改良区の役員が――理事でご

ざいますが、この理事に対しまして農家の特

に大口滞納者に対する滞納処分の実施等の納

付促進の手法を指導してまいりたいというふ

うに考えております。

さらに、関係市町村等と連携しながら、地

域の実情に応じた営農支援活動の推進、県職

員と土地改良区役員との合同臨戸徴収、土地

改良区が作成した未収金解消計画の検討など

さまざまな支援を行いながら、収入未済の解

消に努めてまいりたいと考えております。

次に、48ページ、上から４段目の使用料及

び手数料、上から５段目から49ページにかけ

ての国庫支出金、50ページの諸収入でござい

ますが、いずれにおきましても不納欠損額、

収入未済額ともございません。

次に、51ページの歳出に関する調べについ

て説明いたします。

総務費の一般管理費につきましては、翌年

度繰越額、不用額ともございません。

次に、農林水産業費の農地総務費でござい

ますが、これは主に職員給与費でございま

す。不用額の168万円は人件費の執行残でご

ざいます。

次に、下段の土地改良費でございます。備

考欄の事業の概要として、国営土地改良事業

直轄負担金から次の52ページの農業用水水源

地域保全対策事業費まで17項目ございます

が、不用額の691万9,000円につきましては、

入札残及び執行残でございます。
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繰越額の616万3,000円につきましては、Ｃ

ＡＬＳ／ＥＣ事業の農業土木分でございます

が、林業費の分とあわせて後ほど説明させて

いただきます。

次に、52ページの上から２段目の農地防災

事業費でございます。これは玉名横島地区で

実施しております国営の直轄海岸保全事業費

の県負担金でございまして、繰越額はござい

ません。

次に、下段の林業費の林業総務費でござい

ます。これは農村計画・技術管理課の技術管

理室におきます林務水産技術関係職員の人件

費、及びＣＡＬＳ／ＥＣ事業に要する経費で

ございます。不用額172万3,000円につきまし

ては、入札残及び人件費の執行残でございま

す。繰越額の552万6,000円につきましては、

ＣＡＬＳ／ＥＣ事業費の林務水産分でござい

ます。

恐縮でございますが、附属資料の２ページ

をお開き願いたいと思います。

繰越事業とその繰越理由を記載しておりま

す。農業土木分及び林務水産分のＣＡＬＳ／

ＥＣ事業２件でございます。これは電子納品

保管管理・情報交換共有システムと工事進行

管理システムとの間の連携に係る調整に、不

測の時間を要したということがございまして

繰り越したものでございます。現在、これに

つきましては進捗率は約65％でございまし

て、今年度中には完了する予定でございま

す。

農村計画・技術管理課は以上でございま

す。御審議のほどよろしくお願いいたしま

す。

○榎農村整備課長 農村整備課の榎でござい

ます。

まず、定期監査におきます公表事項はござ

いません。

それでは、説明資料の53ページをお願いい

たします。

歳入について御説明をいたします。

分担金及び負担金でございます。

事業実施に伴う地元負担金等でございまし

て、不納欠損額、収入未済額ともございませ

ん。なお、分担金と負担金で予算現額と収入

済額との間に増減が生じておりますけれど

も、これは主に予算計上後に市町村の負担金

と土地改良区等の分担金の間で異動があった

ことによるものでございます。

次に、55ページの最下段から56ページをお

願いいたします。

使用料及び手数料でございます。

これは海岸保全区域占用料及び土地改良財

産使用料等の収入でございます。不納欠損

額、収入未済額ともにございません。

次に、国庫支出金でございますけれども、

56ページから60ページになります。

これは土地改良事業等に対する国庫補助金

及び災害復旧に対する国庫分担金の収入でご

ざいます。不納欠損額、収入未済額ともにご

ざいません。

57ページの農地費国庫補助金で、予算現額

と収入済額との比較で８億7,046万9,000円の

差が生じておりますけれども、主に繰り越し

による減でございます。

59ページをお願いいたします。

59ページの災害復旧事業費国庫補助金でご

ざいます。予算現額と収入済額の比較で14億

2,854万1,000円の差が生じておりますけれど

も、国からの内示減及び繰り越しによる減で

ございます。

次に、60ページをお願いいたします。

財産収入をここに掲げてございます。不納

欠損額、収入未済額もございません。予算現

額と収入済額との差額につきましては、基金

の運用に伴います預金利息が、利率の変動に

より当初見込みを下回ったために生じたもの

や、それから予定しておりました土地改良区

の不動産の売却が年度内にできなかったため

生じたものでございます。
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次に、繰入金でございます。不納欠損額、

収入未済額ともございません。

61ページをお願いいたします。

繰越金でございますけれども、不納欠損

額、収入未済額ともございません。

次に、諸収入でございますけれども、不納

欠損額、収入未済額ともにございません。予

算現額と収入済額との差額につきましては、

主なものとしては62ページの一番最後でござ

いますけれども、開発指定事業高率補助精算

金の平成19年度分の交付割合の変更があった

ものでございます。

続きまして、歳出について御説明をいたし

ます。

63ページをお願いいたします。

まず、総務費の一般管理費でございますけ

れども、不用額はございません。

次に、農業費の農業総務費でございます

が、山村振興対策関係事業等に要した経費で

ございます。不用額の562万8,000円につきま

しては、中山間地域と直接支払基金事業にお

きまして運用益が見込みを下回ったことによ

る残、人件費の執行残等でございます。

次に、農地総務費でございますけれども、

職員給与費及び地積調査費等に要した経費で

ございます。不用額の1,647万1,000円につき

ましては人件費の執行残でございます。

次に、64ページをお願いいたします。

土地改良費でございますけれども、県営及

び団体営圃場整備等の各種土地改良事業に要

しました経費でございます。翌年度繰り越し

が生じておりますけれども、繰越事業につき

ましては後ほど別添で説明させていただきま

す。不用額6,806万9,000円につきましては、

入札に伴う執行残、電柱移転工事並びに文化

財調査の事業費負担減に伴う執行残、用地買

収難航に伴う執行残等でございます。

次に、65ページの農地防災事業費でござい

ますけれども、農地防災関連事業に要した経

費でございます。翌年度繰越額が生じており

ますが、繰越事業につきましては後ほど説明

させていただきます。不用額1,301万5,000円

につきましては、入札に伴う執行残でござい

ます。

下段の農地災害復旧費でございますけれど

も、翌年度繰越額につきましては後ほど説明

させていただきます。不用額４億6,841万円

につきましては、国からの内示額が予算額を

下回ったことにより生じたものでございま

す。

次に、先ほど説明しました別冊の決算特別

委員会附属資料をお願いいたします。繰り越

し等について御説明を申し上げます。

３ページをお願いいたします。

繰越事業につきましては、３ページから10

ページまでが農村整備課分でございます。各

種の繰り越しをやっておりますけれども、10

ページをお願いをいたします。

ここに総括として合計で691地区、繰越額3

1億7,750万7,000円でございます。この691地

区のうちに災害の部分が639地区含まれてお

ります。

繰越理由につきましては、主な理由といた

しまして、工法の検討及び用地買収並びに地

元調整等に不測の日数を要したため、やむを

得ず繰り越したものでございます。この繰越

額につきましては、昨年度から比べますと10

億円程度の減になっておりますけれども、一

層計画的な執行に努めてまいりたいというふ

うに考えております。

なお、９月末現在で691地区のうち432地区

が完了しておりまして、残りの259地区につ

いても年度内完了の予定でございます。

次に、33ページをお願いいたします。

取得用地の未登記一覧表を掲載しておりま

す。表の中ほどにあります登記残筆数は、平

成16年度末の277件から平成19年度末の162件

と減少しております。今後とも未登記の解消

に向けて努力してまいりたいと考えておりま

す。
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農村整備課は以上のとおりでございます。

よろしく御審議のほどお願いいたします。

○織田森林整備課長 森林整備課の織田でご

ざいます。

初めに、定期監査におきます公表事項でご

ざいますけれども、林業公社の関係で公表事

項がございます。

具体的に申し上げますと、「林業公社の経

営改善については、これまでも各種対策に取

り組まれてきたところであるが、今後の経営

改善に当たっては、熊本県林業公社の今後の

あり方に関する報告書にもあるとおり、分収

林契約に係る分収割合の見直しが大きなウェ

ートを占めている。分収林契約見直しの体制

を整備し、林業公社の経営改善に強力に取り

組むこと。」という内容でございます。

これにつきまして少し説明をさせていただ

きますが、冒頭の部長の説明にもありました

とおり、林業公社につきましては木材価格の

低迷等によりまして収支の見通しが厳しいと

いうことで、平成17年に熊本県林業公社経営

改善推進委員会という外部の有識者による委

員会を設置し、一層の経営改善方策、それか

ら今後の公社のあり方等について御検討いた

だき、本年３月に最終の報告書をいただいた

ところでございます。その報告書の中で、今

後の追加的な経営改善策の一つとして、分収

割合の見直しというものが掲げられておりま

す。

林業公社によります森林整備につきまして

は、土地所有者との間で締結した契約に基づ

きまして、公社が費用を負担をして造林・保

育管理等を行いまして、伐採時に販売収入を

土地所有者と分け合ういわゆる分収方式によ

り実施しております。そして、この分収割合

につきましては、林業公社が６、土地所有者

が４ということを基準としてこれまで進めて

きたところでございます。

経営改善推進委員会による報告書では、こ

の６対４というものを、土地所有者の理解と

協力を得て、私有林の場合には７対３に、市

町村有林や財産区有林等のいわゆる公有林の

場合には８対２に見直すことが提言されてお

ります。今回の定期監査におきまして、この

分収割合の見直しについて強力に取り組みを

指摘されたものでございます。

次に、この公表事項に対する措置状況でご

ざいますけれども、既に県の指導のもと林業

公社におきまして、公有林に係る分収割合の

見直しの取り組みが進められておりまして、

13市町村、13財産区に対して要請を行い契約

の変更を行ってきておりまして、本年９月末

現在で残りが、契約変更を行っていないまだ

残りが２市、５財産区という状況となってお

ります。

それから、私有林に係る分収割合の変更を

行うためには、林業公社の経営の状況ですと

か、これまでの経営改善の努力、県の支援の

状況、さらには今後の経営改善の必要性等に

ついて、個人の土地所有者に御理解をいただ

くことが不可欠でありますので、県におきま

して、土地所有者に対しましてアンケート調

査を実施したり、あるいは直接出向いて説明

したり、先ほどの経営改善推進委員会の報告

書の送付等を行ってきているところでござい

ます。

さらに、今般、県、林業公社、関係市町

村、森林組合等によります協議会が設置され

たところでございまして、今後この枠組みを

使って個人の土地所有者の理解の醸成等、い

わゆる分収割合の見直しに向けた取り組み

を、関係機関が連携しながら進めていくこと

としております。

公表関係は以上でございます。

それから、平成19年度の決算関係を御説明

いたします。

説明資料の66ページをお願いいたします。

まず、歳入の関係でございます。

森林整備課関係の歳入につきましては、不
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納欠損額、収入未済額はございません。主

に、予算現額と収入済額との差の大きい部分

について御説明をいたします。

まず、66ページの中段にございます国庫支

出金につきまして、予算現額と収入済額の比

較の部分が１億8,700万円余の減となってお

ります。これはそのページの下から２段目の

欄にございます、造林事業費補助に係る国庫

補助金収入が事業の明許繰越により減少した

ことによるものでございます。

続きまして、67ページの中段の財産収入で

ございますけれども、2,600万円余の増とな

ってございます。これにつきましては、主に

次のページの68ページの上から３段目にござ

います県有林売払収入、これが売り払い箇所

の追加等によりまして増加したことによるも

のでございます。

続きまして、68ページの中段の繰入金でご

ざいます。2,500万円余の減となっておりま

す。これはこのすぐ下に書いております森林

整備地域活動支援交付金基金繰入金、これが

事業量が見込みより少なかったために減少し

たことによるものでございます。

なお、この森林整備地域活動支援交付金事

業につきましては、干ばつ等の森林作業の前

段で必要となります作業区域を明確化した

り、あるいは作業道の補修をしたりというこ

とを支援する事業でございまして、国費を積

み立てたこの基金からの繰入金と県の一般財

源より実施しているものでございます。

次に、68ページの下から２段目の諸収入で

ございますけれども、1,000万円余の増とな

っておりますが、これは次の69ページの中段

あたりの損害弁償金、それから同じページの

下から２段目の雑入、これは県有林に係る保

険金の返還金でございますけれども、これら

が見込みより増加したことが主な要因でござ

います。

続きまして、歳出関係でございます。

70ページをお願いいたします。

70ページの真ん中辺に書いております林業

総務費でございますけれども、6,700万円余

の不用額を計上しております。これは備考欄

の事業名が並んでおりますけれども、７の２

つ目の括弧にあります、先ほど申し上げまし

た森林整備地域活動支援交付金事業、これが

先ほど申し上げたとおり、事業量が見込みよ

り少なかったこと、それから８の水とみどり

の森づくり事業費につきまして、現地の実態

等により整備面積が減少したこと等によるも

のでございます。

続きまして、71ページの林業振興指導費で

ございますけれども、3,100万円余の不用額

を計上しております。これは備考欄の４の全

国育樹祭開催事業費、これにつきまして、育

樹祭の参加者数が予定より若干少なくなった

ということ、さらには企業等からの協賛金が

予定より多く集まったことなどによりまし

て、この育樹祭開催事業費が少なくなったこ

とによるものでございます。

その下の、森林病害虫駆除費でございます

けれども、これにつきましてはマツクイムシ

被害対策量が予算上の想定よりも少なかった

こと等による執行残といたしまして、290万

余の不用額となってございます。

次に、72ページでございますけれども、一

番上の造林事業費におきまして、翌年度繰越

額として２億5,000万円を計上しておりま

す。これにつきましては備考欄の１の最初の

括弧にあります森林環境保全整備事業におい

て計上したところでございますけれども、後

ほど御説明をさせていただきます。

次に、同じページの一番下の段の県有林費

でございますけれども、600万円余の不用額

を計上しております。これにつきましては備

考欄の４の県有林造成事業費における入札残

と旅費等の経費節減によるものでございま

す。

次に、73ページの林務施設災害復旧費でご

ざいますが、これは集中豪雨等によりまして
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被災した作業道を復旧するためのいわゆる待

ち受け予算でございまして、19年度につきま

しては結果として400万円余の不用額を計上

してございます。

続きまして、繰り越し関係でございます。

決算特別委員会附属資料の11ページをごらん

いただきたいと思います。

先ほど申し上げましたとおり、森林環境保

全整備事業費におきまして２億5,000万円の

繰り越しでございました。これにつきまして

は、梅雨前線豪雨等によりまして、作業道が

被災した地域におきまして、造林・間伐等の

作業が年度後半に集中いたしまして、労務不

足となったことにより、どうしてもできなく

なった事業分を繰り越したものでございま

す。現在の進捗率は90％程度となっておりま

して、年内にはおおむね完了する予定でござ

います。

森林整備課関係は以上でございます。よろ

しくお願いします。

○下林林業振興課長 林業振興課の下林で

す。よろしくお願いいたします。

まず、定期監査での公表事項はございませ

ん。

それでは、説明資料の74ページをお願いい

たします。

まず、林業振興課、一般会計の歳入でござ

いますが、いずれの科目におきましても、不

納欠損額、収入未済額はございません。

中段の国庫支出金ですが、予算現額と収入

済額の差額11億1,886万円余が出ておりま

す。これは19年度事業を20年度に繰り越しを

したものなどでございます。

まず、林業費国庫補助金で７億7,050万円

余となっておりますが、これは道整備交付金

で２億6,572万円余、林道事業費補助で４億

9,580万円余、75ページになりますが、林道

地域総合整備事業費補助で897万円余の繰り

越したものなどでございます。

また、災害復旧費国庫補助金で、予算額と

収入済額の差額が３億4,836万円余となって

おりますが、これは19年度梅雨前線豪雨災害

により、主として美里町での現年災害復旧費

用を20年度に繰り越したもの、及び国の内示

減によるものでございます。

76ページをお願いいたします。

繰入金の林業担い手育成基金繰入金です

が、予算現額と収入済額の差額331万円余

は、林業担い手対策の事業費減に伴い、同基

金の取り崩し額を減少したものでございま

す。

次に、諸収入で、予算現額と収入済額の差

額452万円余ですが、これは過去に林業構造

改善事業として整備しました施設の処分によ

る返納、及び水上村が実施した林道事業事務

費の返納額の確定に伴う減、加えまして緑資

源機構の廃止に伴い、県が加入していた緑資

源特定森林圏整備推進連盟が解散したことに

よる余剰金の経費でございます。

続きまして、77ページをお願いいたしま

す。

一般会計の歳出でございます。

農林水産業費の林業費で4,392万円の不用

額となっております。内訳ですが、林業総務

費で208万円の不用額は人件費の執行残でご

ざいます。

次の、林業振興指導費では、不用額2,520

万円余となっております。これは備考欄の１

から78ページの９までの事業でございます

が、事業量の減、また経費節減等による執行

残でございます。

次の林道費でございます。14億4,755万円

余を繰り越しております。不用額――繰り越

しについては後ほど御説明を申し上げます。

不用額2,131万円余につきましては、備考欄

の１から６までの事業における入札残、及び

事業量の減による執行残でございます。

最下段の林道災害復旧費では３億3,853万

円余の繰り越しでございます。これも後ほど
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御説明いたします。また、不用額が1,000万

円となっておりますが、これは国の内示減に

よるものでございます。

続きまして、附属資料の12ページをお願い

いたします。

繰越事業調べでございます。

まず、明許繰越について御説明を申し上げ

ます。

平成19年度事業を20年度に繰り越したもの

でございまして、県営林道事業では、12ペー

ジの南関町の東部小岱山線２工区から、13ペ

ージの天草市の下天草東部線４工区までの18

カ所、８億3,095万円余を繰り越しておりま

す。

理由としましては、用地交渉に時間を要し

たこと、工法検討に不測の日数を要したこ

と、対応等の調整に時間を要したこと等でご

ざいまして、そのうち現在11カ所が既に完了

し、残り７カ所も年度内の完成予定でござい

ます。

14ページをお願いいたします。

市町村営林道開設事業につきましては、五

木村の八重線１カ所を5,672万円余を繰り越

しておりますが、年内には完了の予定でござ

います。

次に、市町村が実施しますフォレスト・コ

ミュニティ総合整備事業で、八代市の破木寺

前瀬線１カ所、1,216万円余の繰り越しでし

たが、既に完了しております。

14ページから15ページにかけましてのふる

さと林道緊急整備事業では、美里町の中央砥

用線１工区から五木村の相良五木までの６カ

所、４億2,540万円を繰り越しております。

理由としましては、用地交渉や関係機関との

協議に不測の日数を要したことや、資材搬入

路の被災による施工中断等によるものでござ

います。３カ所は既に完了しまして、残りの

３カ所は年度内の完成の予定でございます。

続きまして、現年林道災害復旧事業です

が、15ページから21ページまで、美里町を中

心に激甚な被害をもたらしました19年度梅雨

前線豪雨災害により、資材搬入路が激甚な災

害を受けて施工中断したことや、他事業との

調整に日数を要したこと等により、56カ所３

億3,853万円を繰り越しております。45カ所

が既に完了しまして、残り11カ所は年内に完

了の予定でございます。

以上が明許繰越分でございます。

続きまして、22ページをお願いいたしま

す。

事故繰越分でございます。まことに申しわ

けありませんが、この事故繰越の欄の予算額

の右横「18年度執行額」、そしてその次の

「19年度への繰越額」、これは18年度が19年

度、19年度が20年度に訂正をお願いいたしま

す。まことに申しわけございません。

ふるさと林道緊急整備事業におきまして、

美里町の中央砥用線の５工区、６工区、７工

区の３カ所、１億2,230万円余を事故繰越と

して繰り越すことになったものでございま

す。繰越理由欄のとおり、５工区におきまし

て施工完了直前の本年３月８日に、現場で死

亡事故が発生したことにより工事を中止せざ

るを得なかったものでございます。

６工区、７工区につきましては、梅雨前線

豪雨災害によりまして、資材搬入路となる町

道が激甚な被害をこうむったことにより、や

むなく事故繰越となったものでございます。

５工区は既に完了し、残り２工区も年度内完

了の予定でございます。

林業振興課は以上でございます。よろしく

御審議のほどお願いいたします。

○藤崎森林保全課長 森林保全課の藤崎で

す。よろしくお願いします。

定期監査での公表事項等はございません。

それでは、説明資料の79ページをお願いし

ます。

まず、歳入に関する調べですが、国庫支出

金の不納欠損額、収入未済額はございませ
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ん。予算現額と収入済額との比較で10億1,40

0万円余の減となっておりますが、これは主

に事業を繰り越したことによるものです。

事業費目ごとでは、上から４段目、林業費

国庫補助金のうち治山事業費補助で５億8,70

0万円余、次の緊急治山事業費補助で２億8,8

00万円余、そして最下段の災害復旧費国庫補

助の過年治山災害復旧費補助で180万円余、8

0ページになりますが、最上段の現年治山災

害復旧費補助で１億3,600万円余の減が繰り

越し等によって生じております。

次に、諸収入ですが、81ページをお願いし

ます。

上段、上から２段目の、工事契約違約金の

予算現額と収入済額との比較において550万

円余の収入増となっておりますが、これは請

負業者の倒産に伴う保証会社による保証であ

ります。

また、次の行の収入未済額８万8,000円

は、この契約解除に係る余剰金利息であり、

倒産した請負業者の破産管財人がただいま配

当計算中のため収入未済となっております。

続きまして、82ページをお願いします。

歳出に関する調べですが、まず総務費で、

翌年度繰越額、不用額はございません。

次の農林水産事業費ですが、翌年度繰越額

15億6,400万円余、不用額1,600万円余が生じ

ております。

主なものとしましては、最下段の治山費で

の繰越額、不用額であります。繰り越しにつ

きましては後ほど御説明申し上げます。不用

額は事業費の減少、入札残、及び経費節減に

伴う執行残であります。

83ページをお願いします。

災害復旧費でも、翌年度繰越額は１億9,20

0万円余、不用額2,200万円余が生じており、

繰り越しにつきましては後ほど御説明申し上

げますが、不用額は事業量の減少による執行

残であります。

続きまして、附属資料の23ページをお願い

します。

繰り越しに関します説明ですが、すべて明

許繰越であります。

治山事業では、最上段の美里町の川越清水

川から26ページの球磨村の渡烏帽子ヶ迫まで

32地区、８億8,000万円余を繰り越しており

ます。

主な繰り越し理由は、豪雨により資材搬入

路が通行できなくなったことや、事業対象の

山腹が再崩壊し、その対応に不測の日数を要

したことなどで、現在25地区が完了し、残り

７地区も年度内完了の予定です。

次に、最下段、治山激甚災害対策特別緊急

事業ですが、多良木町槻木鶴のサエから27ペ

ージの多良木町槻木永原谷まで５地区、１億

9,100万円余を繰り越しております。繰越理

由としましては、豪雨により計画箇所の現況

に変化が生じたり、山腹が再崩壊したためそ

の対応に、また森林所有者との立木補償交渉

等に不測の日数を要したためであります。既

に４地区が完了し、残り１地区も年度内完了

の予定です。

中段より下の地域防災（離島）治山事業で

は、天草市御所浦町の２地区、4,800万円余

を繰り越しておりますが、これらは地権者か

らの要望に対応し、対策工法の再検討や所有

界の確定に不測の日数を要したものであり、

１地区は既に完了し、残り１地区も年度内完

了の予定です。

次に、最下段の緊急治山事業ですが、美里

町坂貫大平から28ページの山都町目丸南まで

９地区、４億3,200万円余を繰り越しており

ますが、豪雨により資材搬入路が通行困難に

なったこと、他所管工事に係る調整に不測の

日数を要したことなどが理由となっておりま

す。既に３カ所は完了しまして、残りの６地

区についても年度内完了の予定です。

次に、最下段の現年治山施設災害復旧事業

では、八代市泉町仁田尾から29ページの八代

市坂本町鮎帰班帰まで４地区、１億9,200万
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円余を繰り越しておりますが、これらは施行

地下流の河川管理者との協議や、地元の方々

からの要望に対する調整などに不測の日数を

要したことによるものであり、既に３地区は

完了し、残り１地区も年度内完了の予定で

す。

最後に、単県治山事業ですが、八代市泉町

柿迫保口と山都町緑川毛魔洞の２地区で1,23

0万円余を繰り越しております。これは地元

の方々との交渉及び他所管工事に係る調整に

不測の日数を要したためでありまして、既に

２地区とも完了しております。

以上、森林保全課としましては、54地区で

総額17億5,600万円余を繰り越しておりま

す。

御審議のほどをよろしくお願いします。

○岩下水産振興課長 水産振興課の岩下でご

ざいます。

まず、定期監査におきます公表事項につい

てはございません。

それでは、説明資料の84ページをお開き願

います。

一般会計の歳入について御説明いたしま

す。

84ページから86ページに記載しておりま

す。いずれの費目におきましても、不納欠損

額、収入未済額はございません。

なお、86ページの諸収入の市町村精算返納

金でございますが、394万余の減を計上いた

しております。これは天草漁協のアワビ種苗

生産施設の財産処分に伴います補助金の返納

でございますが、国の財産処分の承認時期が

平成20年度にずれ込んだことによるものでご

ざいます。

続きまして、一般会計の歳出について御説

明いたします。

87ページをお開き願います。

87ページから88ページに記載しておりま

す。不用額はいずれの費目におきましても、

人件費の執行残あるいは経費節減による執行

残でございます。

水産振興課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。

○久保田漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課

でございます。

定期監査の結果の公表事項ということで、

未収金関係がございます。

具体的には、「公害防止事業費事業者負担

金の未収金及び漁港施設使用料の未収金につ

いて、引き続きその解消に努めること。」と

なっております。

それでは、資料に基づき説明をいたしま

す。

説明資料の89ページをお願いいたします。

公害防止事業費事業者負担金の未収金につ

いて御説明をいたします。

水俣市の丸島漁港におきまして、水銀を含

んだ汚泥が大量に堆積していることがわか

り、県は昭和62年に丸島漁港を公害防止事業

により排除いたしております。その中で、汚

染原因の一つでございます合資会社水俣化学

工業所が負担すべき金額でございますが、9,

070万2,000円のうち8,355万7,000円が未納と

なっているものでございます。

この水俣化学工業所は、平成５年から平成

７年にかけまして90万円を納付しております

けれども、平成９年に会社が解散しておりま

す。このため県は無限責任を有する代表社員

に対しまして支払いの請求を続けてまいりま

したけれども、拒否をされているというもの

でございます。

その後、県は債務者に対しまして自主納付

を促してきましたけれども進展が見られな

い、そのために平成14年の３月に滞納処分を

執行しております。そうしまして、差し押さ

えた預金から債権の一部を回収ということに

いたしております。

さらに、平成18年３月にも債権者の老齢厚
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生年金の受給権を差し押さえ、未収金に充当

しているという状況にございます。ただ、資

産が非常に少なく、差し押さえて取り立てる

ということができましたのは、平成19年末ま

でに預金にいたしまして523万1,000円、老齢

厚生年金で101万4,000円ということで、いず

れも調定額を満たすまでには至っておりませ

ん。

今後の対策につきましては、差し押さえま

した老齢厚生年金につきましては、今後も回

収した分を未収金に充当していくということ

にいたしております。また、引き続き債務者

の資産調査を実施いたしまして、可能な限り

債権回収に努力したいと考えております。

次に、90ページをお開きいただきます。

漁港施設使用料の未収金でございます。こ

れは牛深漁港におきます漁港浄化施設の使用

料に関するものでございます。

経緯について御説明いたします。

県では、平成７年に水産物の加工に伴う海

域の水質汚濁防止を図るという目的で、天草

市後浜に浄化施設を建設いたしました。とこ

ろが、漁獲高の減少、それから加工用原料の

高騰によりまして、対象となる水産加工業者

の経営状況が悪化しております。そのため滞

納に至ったものということでございます。

県では、設置した目的から、施設利用につ

いては継続をして許可を行いつつ、滞納解消

に向けた支払い方法の協議など粘り強い督促

が必要であると判断しておりまして、引き続

き未収金の解消に努めてまいります。

なお、未収金額は昨年度末に比べまして20

2万8,000円減少いたしまして、本年度におき

ましても督促などにより回収を進めていると

ころでございます。

それから、歳出に関する調べで繰り越しが

ございます。附属資料の30ページから32ペー

ジに記載をいたしております。

32ページの最下段をごらんいただきたいと

思います。

平成19年度から20年度へかけまして、３億

7,563万8,000円を繰り越しております。繰り

越しの箇所数は13カ所でございまして、主な

繰り越し理由といたしましては、地元漁業者

それから関係機関との協議調整に日数を要し

たもの、あるいは資材の入手困難によるも

の、あるいは用地交渉に日数を要したもの、

あるいは工法検討に日数を要したものでござ

いますけれども、資料では５カ所が未完成と

なっております。年度内にはすべてを完了い

たすつもりでございます。

以上で、漁港漁場整備課の説明は終わりま

す。

○早川英明委員長 大変時間がかかりまし

て、以上で説明が終わりましたが、午前中は

あと35分ぐらいしかございませんが、５分間

休みますか。

そしたら、５分間休憩をして、30分程度で

ございます。

それでは、執行部の皆さん方も休憩をして

ください。

午前11時26分休憩

午前11時32分開議

○早川英明委員長 それでは、委員会を再開

します。

休憩前に引き続きまして、ただいまから質

疑に入ります。

委員の先生方、何かございませんか。

○井手順雄副委員長 ちょっと確認でお聞き

します、漁港漁場整備課。

増殖場造成事業、93ページでありますが、

これは有明海において一応平成19年度で事業

は完了したというような認識でいいんですか

ね。

○久保田漁港漁場整備課長 これはいわゆる

保護礁、育成礁というミニ魚礁と申します
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か、そういった事業でやっておる事業でござ

いまして、副委員長がおっしゃっております

覆砂事業とは直接は関係ないかと。

○井手順雄副委員長 そうですか。

みおしゅんせつ並びに作澪で覆砂事業を行

っているという事業を、平成20年度までにさ

れておりますけれども、これは一応有明海に

おいては終了したというような認識でよろし

いんですか。

○久保田漁港漁場整備課長 過去から覆砂事

業、それから作澪事業やっておりますけれど

も、一応有明海の周辺におきましては、要望

があった箇所につきましては一たん完了して

いるという認識でおります。また、今後とも

必要に応じて、要望等がありましたならば引

き続きやっていきたいというふうに考えてお

ります。

以上です。

○井手順雄副委員長 それでは、県において

は覆砂事業というのは、県議会の提言、県の

海砂利削減計画において、購入砂においての

覆砂事業、これは行っていないというふうな

ことの認識でよろしいでしょうか。

○久保田漁港漁場整備課長 県議会の提言を

尊重いたしまして、基本的に作澪などによっ

て生じる良質な砂を覆砂に利用するという提

言項目がございますので、それに基づいて現

在までやってきたところでございます。

○井手順雄副委員長 私が質問しているの

は、購入砂において覆砂事業はしないという

ふうなことで認識してよろしいんですか。

○久保田漁港漁場整備課長 一応……

○井手順雄副委員長 いいか、悪いかを言え

ばよかったい。

○久保田漁港漁場整備課長 熊本県の海砂利

採取削減計画がございまして、その範囲内で

の覆砂というものは計画どおり実施できると

思いますが、それ以上に覆砂の要望等がござ

いまして、砂の量が不足するという場合にお

きましては、臨機な対応が必要であるんでは

ないかというふうに思っております。

○井手順雄副委員長 ということは、購入砂

でも覆砂事業は可能というようなことです

か。

私は前回、９月、一般質問をした際、いろ

んなレクをして、また水産のほうと話をする

中で、提言、または削減計画というのを県が

今実施している中で、購入砂においての覆砂

事業というのはできませんということを明言

されたんですが、今の答弁だと、それがもし

足らぬならば、購入砂でも覆砂をしていいと

いうふうなことですか。

○久保田漁港漁場整備課長 提言項目の解釈

には非常に難しい面がございまして、詳細に

書いていない面もございます。そういった場

合に直面いたしたときには、県議会の意向等

も踏まえて柔軟に対応したいというふうに考

えております。

○井手順雄副委員長 県議会の提言・提案の

中に、覆砂事業は、みおしゅんせつまたは作

澪等で発生した良質な砂で覆砂を行うという

ような項目がございます。それにのっとって

現時点まで、９月議会等までやってこられ

た、それにのっとって。ということは、イコ

ール私が購入砂で覆砂事業をお願いしますと

言うても、今までは絶対それはできません

と、県の提言・提案がありますし、県の計画

にもありますということを私におっしゃって

きた。
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今の答弁においては、そういう購入砂での

覆砂事業があり得るという答弁をなさったと

いうふうなことで認識していいんですか。

○久保田漁港漁場整備課長 文章の解釈に非

常に難しいものがありますので、そのあたり

は繰り返しになりますけれども、委員会等の

意見を踏まえて相談をしながら進めていきた

いと思っております。

○井手順雄副委員長 私も県議会議員です

よ。私が言うたときには、それはできない

て。きょう議事録が残ります。これは明確に

しておかにゃいかぬと思います。私の場合

が、言ったときには、そういうことは一切で

きませんと、９月議会、先月です、先月まで

おっしゃって、ここに来てなぜそういう違っ

た意味を含んだような言い回しをされるの

か。そこを、真実をお聞きしたい。

○久保田漁港漁場整備課長 事業実施に当た

りましては、地区からの、地元からの要望等

を踏まえまして事業実施をやっているところ

でございますけれども、今回まで、今年度実

施いたしましたところに至りましては、まず

購入砂での要望というのは、県に対しまして

はなかったというように考えております。

○井手順雄副委員長 それは熊本県が、そう

いうことはしませんというふうなことを、水

産関係、漁業組合等に周知をしてあるからこ

そ、みおのしゅんせつをお願いしますという

ふうな話でしょう。今の言い方だったら、購

入砂でもいいんですよということでも言った

んだけども、漁業関係者がそういう要望をし

ないからできなかった、していないというよ

うな言い方ですよ。それは違います。

購入砂で覆砂事業ができないから、県事業

としてみおしゅんせつ、作澪しゅんせつで良

質な砂で覆砂しますというふうなことを再

三、２年間ぐらい言ってこられました、私が

２年間お聞きしたところが。実はここに来

て、購入砂でも覆砂事業ができるというふう

なことはなぜですかということを聞いてお

る。

○早川英明委員長 どうですか、久保田課

長。

○久保田漁港漁場整備課長 はっきり言いま

して、提言というのは文書でございまして、

その理解にはいろいろな方法があるかと思い

ます。

○井手順雄副委員長 それはね、そんなら私

は今まで何だったんですかと言いたいです

ね。私の質問とか、水産関係の人たちの思い

というのを今までこうして訴えてきて、どが

んかしてくださいというお願いを２年間して

きている。ひょこっとたい、購入砂でよかと

か。180度私からしてみれば変わったという

ような今答弁なんです。

これは、熊本県の提言・提案、または熊本

県の海砂利削減計画に反する意見ではないん

ですか、逆に言わせれば。それが文言ですか

ら、解釈の違いでそういうことていうこと

は、じゃ今までそういうことを言ってくださ

いよ。今まで、できませんて、本当先月です

よ、先月の９月議会まで言っているんですか

ら。９月が過ぎて10月になった、よございま

す、これはちょっとおかしくはないんです

か。

これは議事録に残りますので、そこはぴし

ゃっと言ってください。

○久保田漁港漁場整備課長 削減計画をにら

みながら、今後必要性がある場合には、それ

は委員会の方との協議の機会を持たせていた

だいて今後やっていきたいというふうに思っ

ております。
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○井手順雄副委員長 最後にもう一回。

では、もう一回聞きます。では、購入砂で

県事業として覆砂事業は可能なんですね、今

後。

○久保田漁港漁場整備課長 私たちも独断で

やろうとは決して思っておりませんで、相談

を重ねつつやっていく、取り組んでいきたい

というぐあいに思っております。

以上です。

○井手順雄副委員長 では、現時点において

購入砂の覆砂は考えておりませんというのが

本当じゃないんですか、そういう相談をしな

くちゃいけないならば。それが方針なんでし

ょう、今まで。今からほんなら掘れるかどう

かは協議していきますとか、そういう答弁じ

ゃないんですか。

既に課長は、購入砂で覆砂ができるという

ような言い方を前提に今しゃべっておられま

すよ。それじゃおかしいじゃないですか。今

までの理屈が正反対になるんじゃないです

か。いかがですか。

○久保田漁港漁場整備課長 繰り返しになり

ますけれども、砂が足らない、現実に足らな

いということになれば、それは購入せざるを

得ないというぐあいに思っております。何も

我々が独断でやろうということではございま

せんで、文章の解釈につきましても、ちゃん

と協議をいたしましてやりたいというぐあい

に思っております。

○井手順雄副委員長 いいです。

○早川英明委員長 部長の方から何かありま

せんか。

○田農林水産部長 ちょっとそのいきさつ

がなかなかわかりにくいところがあるんです

が、一応今までのところ、市町村からの要望

等を受けて覆砂事業をやってきたことについ

て、その中ではみおのしゅんせつ、あるいは

……

○井手順雄副委員長 購入砂ができぬて言わ

すけんたい……

○田農林水産部長 そういうて賄ってでき

てきたというふうなことだろうと思います。

ですから、基本的にそれが市町村の要望と

事業量に対して作澪しゅんせつで対応できる

部分でしたら、それはそれでやっていくとい

うことになると思います。だから、どうして

も量的に不足するとか、明らかに覆砂に使え

ないようになったというときはまた新たに考

えると、そういうことだろうと思います。

○井手順雄副委員長 全く納得いきません。

後から部長のところに出てきます。

以上です。よかです。もういいです、この

件に関しては。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

○森浩二委員 今のに関連して。その覆砂の

砂がない、玉名は横島漁協がないんですよ、

潟しかないもんで。そこは購入するしかない

んです。今まで購入はだめと言われていて事

業計画を上げてないんです。そういう場合は

どうなるんですか。

○久保田漁港漁場整備課長 県におきまして

は県議会の意見を重視しております。私たち

の気持ちといたしましては、市町村事業にお

いても重視をしてもらいたいというのは十分

にあるんですけれども、自治体の都合等があ

ってのことだろうと思いますけれども、現実

的には購入で覆砂をやっているという実績が
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ございます。

以上です。

○森浩二委員 そうしたら、今年度は――来

年度あたり要望をすれば予算あたりつけてく

れるんですか。

○久保田漁港漁場整備課長 先ほど申しまし

たように、何も我々独断で方針の変更をする

ということはできないと思っておりますの

で、話を続けながら、県議会の方と相談を重

ねながら対応を考えたいと思っております。

以上です。

○森浩二委員 県議会というと農林水産委員

会ですか。どこと話をするんですか。

○久保田漁港漁場整備課長 実際には削減計

画、そういったものに関しましては環境対策

特別委員会がございますものですから、そち

らの方と話をさせていただきたいというふう

に思っております。

○森浩二委員 はい、わかりました。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

○池田和貴委員 森林整備課にお尋ねいたし

ます。

森林整備地域活動支援交付金の繰入金です

ね、これが減っておりますが、交付金の実績

が見込みより少なかったということなんです

が、これ先ほど課長が御説明されたように、

今後間伐を進めていくためには、こういった

形で事前に調査をされねばいかぬ、そのため

に使われる費用ですね。

先月か、閣議決定でも、また30％かな、36

％かな、間伐をふやすという閣議決定が報道

されていたかと思うんですが、熊本県も、熊

本県の温室効果ガスの半分はこの森林で吸収

するというふうになっているんだと思うんで

すけど、そういった意味では、ここの森林整

備地域活動支援の形で、間伐とか森林整備を

進めるための事前準備が進んでいなくて大丈

夫かというような心配があるんですけど、今

の間伐計画の進捗状況とあわせてちょっと教

えていただけますか。

○織田森林整備課長 森林整備課でございま

す。

まず、間伐の必要量といいますか、この状

況でございますけれども、これまで熊本県の

森林業、木材産業の基本計画の中で、１万1,

000ヘクタールを年間いろいろ広域的機能発

揮のためにはやっていこうということだった

わけですけれども、今、池田委員から御指摘

ありましたように、国全体で地球温暖化防止

のために間伐をもっと加速化しなければいけ

ないという状況が生じまして、これは全国的

にも間伐の目標量が相当多くなってきておる

ということでございます。

これまでは年間全国で400万ヘクタールの

水準だったのを、730万ヘクタールまで拡大

していこうというのが全国的な状況でござい

まして、そういう状況も踏まえまして、熊本

県では、先ほど申しました１万1,000ヘクタ

ールを１万4,500ヘクタールまで年間の間伐

量を拡大していくと。それによりまして、熊

本県の温暖化防止計画の中でのいわゆる森林

吸収量による二酸化炭素の削減ということ

で、8.1％を達成をしていくという計画の中

で今進んでいるということでございまして、

これは19年度からの６年計画で進めておりま

して、19年度は先ほどちょっと申し上げたと

おり、事業の繰り越し等もございましたけれ

ども、主にその繰り越ししたものも今年度に

入って整備できつつあるということでござい

ます。

あと、もう一方、間伐を進めるに当たりま

して、委員御指摘のとおりいろいろ条件整備
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が必要になってまいります。森林所有者を明

らかにするですとか、あるいは森林境界を明

らかにする、さらには交付金であります作業

区域をきちんとやるですとか、歩道を整備す

るとか、こういったことも重要になってくる

ということで、この交付金事業につきまして

は若干、やはり19年度の実績はまあ所要量と

いいますか、ただこれぐらい必要というより

もちょっと少なかったのかなと思っておりま

す。

それは、実は19年度から新しい制度にこの

交付金事業はなったということもありまし

て、ちょっと我々も、大体どれぐらい必要か

という新しい制度のもとでの予算上の見積も

りがちょっと甘かったのかなという面が１つ

と、もう一つは、新制度に移行したというこ

とでちょっと準備、最後は所有者と市町村が

協定を結ばなければいけないということにな

りますので、その辺の協定締結にまで至らな

かったということ、そういう影響があってち

ょっと少なかったのかなと思っていまして、

この状況よりももう少しやはり交付金の実績

を高めていくよう、本年度については一生懸

命今努力しているという状況でございます。

以上でございます。

○池田和貴委員 わかりました。ぜひ頑張っ

ていただきたいという思いがあるからこそ質

問させていただいたわけですが、特に熊本県

の削減計画の半分はやはり間伐で占めるわけ

ですね。そういった意味ではここをきちんと

していかないと、その計画さえもやはり厳し

くなってくるだろうということであります。

ただ、これだけじゃなくて、複合的なもの

があると思うんです、林業については。例え

ば、先ほども出ましたけど、繰り越しだった

か、事故繰越だったか、いわゆる労務が足り

なくて繰り越しをせざるを得なかったという

林業の担い手の問題、それと林業公社の中で

も出ましたが、木材の価格低迷によって、間

伐で切ってきた材によってさらにそれがどう

なっていくかと、木材がどうなっていくかと

いうこともあわせて考えていかなければいけ

ないと思います。

そういった意味では、本当にこの林業関係

非常に難しいところにもあると思いますの

で、ぜひ頑張っていただきたいという思いで

質問させていただきました。よろしくお願い

します。

○氷室雄一郎委員 森林整備課、監査結果の

報告に基づいて、この林業公社の保有林の分

収林契約13市町村で、何かあと２町村が残っ

ているという、その状況と、もう一つは、私

有林の分収林の契約の状況について、ちょっ

と説明してもらいます。

○織田森林整備課長 森林整備課でございま

す。

林業公社につきましては、約9,300ヘクタ

ールの分収林を管理しているといいますか経

営しているということでございます。先ほど

も申しました市町村有林なり財産区有林に公

社が費用を投下して造成した分収林関係につ

きまして、関係市町村が13、財産区が13ある

ということでございまして、そちらに対しま

して、先ほど申しました分収割合６対４を８

対２にお願いできないかということで、林業

公社のほうで要請をしてきた結果、２つの市

を除くほかのところは同意いただいて、規約

変更が済んだということでございまして、財

産区はあと５ほど残っておりますけれども、

という状況になっておるということでござい

ます。

ただ、面積的にいいますと、大部分は私有

林の土地、私の土地に造成したものがほとん

どでございまして、これは今後、これから鋭

意取り組みを進めていくということで、その

前段といたしまして、県といたしましてもい

ろいろな林業公社の状況なり経営改善の必要
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性等について、いろんな場面場面で所有者に

対して、周知といいますか理解をしていただ

くという取り組みを進めてきております。

また、先ほど申しましたように、関係市町

村なり森林組合等も巻き込んだいわゆる公社

の社員の皆さんの一部――全部でありません

けど、一部によって協議会を今般立ち上げた

ところでございまして、こういった枠組みで

みんなで、社員一丸となって、所有者に対す

るいろいろ今から説明なり御理解を賜るよう

な取り組みを進めてまいりたいというふうに

考えておるところでございます。

以上でございます。

○氷室雄一郎委員 では、市町村においては

今後の流れの中ではうまくいく流れがあると

考えていいんですか。私有林についてはなか

なか難しい問題だろうと。これは各県、ほか

の県の取り組みでこのような流れの中で進ん

でいるところありますか。

○織田森林整備課長 森林整備課でございま

す。

近くでは、長崎県あたりが多分ここ４年ほ

ど、私有林に関連した分収割合の変更の取り

組みをやってきておりまして、聞いたとこ

ろ、今現在で63％ほどは契約変更に同意いた

だいた実績を上げてきておる、今後とも我々

と同じような協議会をつくって、長崎県も今

後取り組むというような話を聞いておりま

す。

以上でございます。

○氷室雄一郎委員 なかなか方法がないとい

う、何十年という半世紀以上にわたる長い取

り組みをしなければ難しい問題がありますの

で、この辺の報告書の内容に基づいて御努力

をしていただくしか今のところない、いろん

な方々から御意見いただいて、負債はふえる

だけということで、大変頭の痛い一番の問題

ではないかと思っておりますので、この辺は

ここだけの論議では難しい論議がございます

けれども、御努力をスタートした段階でござ

いますので、各県抱えている問題だろうと思

いますので、御努力をいただきたいと思って

おります。

○田大造委員 ２～３、概要説明書でちょ

っとお聞きしたいんですが、４ページ目に、

予算の執行率が88.6％というふうになってお

るんですが、農林水産部の年間の予算10年ぐ

らい前まで1,000億円を余裕で超えていたと

思うんですが、300億円ぐらい減っている

と。減っている中で予算の執行率が88.6％と

いうのは、私としては、一番元気でなければ

ならない農林水産部が、ちょっと萎縮してい

るのかなというふうな印象を受けるんです

が、これが数字上問題とかはないんでしょう

か、効率自体が低過ぎるとかですね。

○伊藤農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。

執行率88.6％というお話でございますが、

総括表に書いてございますように、繰り越し

が75億、それから不用額もございます。不用

額の中身につきましても、先ほど申し上げま

したように、確かに農業改良助成金を初めと

する各種助成金の資金需要、これは農業情勢

が厳しい中でございますので、確かに資金需

要も当初の見込みを下回っておるということ

もございますし、また農地災害復旧費の内示

減もございます。

それからほかに、森林整備などを初めとす

る各事業についての事業量の減ということ

で、確かに予算は組んだものの、結果として

執行率が88ということでございますけれど

も、さらには不用額の中には職員の時間外の

勤務の削減とか、それから今の小さな取り組

みではございますけれども、コピーの使用量

の削減とか、こういった努力の中での経費節
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減も含まれているところでございます。

今後ともなるだけ執行率は高めるといいま

すか、農業情勢厳しい折ではございますけれ

ども、その辺はまた頑張っていきたいと思っ

ておりますので、よろしくお願いいたしま

す。

○髙野洋介委員 関連なんですけれども、新

規の就農者の資金の借り入れが約１億4,000

万ぐらい減っておるということと、畳表の手

数料も下がっておる、そして赤牛の検査頭数

も減っておる、そして凍結の精液の販売本数

も減っているということで、これは全体的に

言えるんですけれども、力強い農業の熊本を

つくる上で、こうやって減少傾向が続いてい

るということに対して、農林水産部としての

危機感は何かございますか。

○伊藤農林水産政策課長 確かに委員御指摘

のように、農業の生産額というのも、ピーク

時の4,000億から1,000億ぐらい減っていると

いう状況でございまして、外国との戦い、ま

たＷＴＯの問題、それから担い手におきまし

ては、少子高齢化の中での担い手の減少等々

厳しいことばかりではございますけれども、

今般農林水産業再生会議の中でもまた各種の

御意見等々伺いながら、元気の出る農業につ

いて推進したいというふうに思っているとこ

ろでございます。

特に、消費者理解というのが非常に重要な

ポイントになるのではないかというふうに思

っております。農業問題というのは、生産者

の問題も当然ではございますけれども、消費

者がいかに国内の農業を守っていくかという

ことで、世界的な食糧難が来たときに食べる

物がないというようなこともゼロではない状

況でございますので、ぜひ消費者の皆さん方

に国産のもの、できれば県産の農林水産物等

を消費していただくということが一番のとい

いますか、喫緊の課題ではないかというふう

に考えております。

以上。

○髙野洋介委員 課長の言われることは十分

わかるんです。ただ、生産者が元気がないで

す。ですので、私が言いたいのは、農業研究

所ですよ、それが皆さん一生懸命頑張ってい

らっしゃいますけど、今後地元のブランドを

確立するためには、農業研究所というところ

が核なんです。これの予算を毎年毎年減らし

ておっていい作物をつくれて言われても、農

業者は厳しいんです。ですので、絶対私はこ

この農業研究所の予算というものを、この厳

しい中ブランド化をするんだったら、上げる

方向でいかぬと農業者はだれもついてこない

ですよ。

ですので、そういった面も踏まえてきちん

としたブランドづくりをするなら、それなり

の予算をつくりながら、そしてコピーの紙と

か、そういうものの削減はわかりますけど、

やっぱりしかるべきところにはきちんと予算

をつけて執行するような、そういう農林水産

部であってほしいと思いますので、ぜひとも

頑張っていただきたいというふうに思ってお

ります。

以上です。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

○森浩二委員 部長にちょっとお尋ねしま

す。

今、全国的に裏金の問題が出ますけど、あ

れは会計検査院が指摘しているんですかね。

私は裏金という言葉は好かぬですけど、備蓄

金と言いよっとですけど。熊本県は来られた

んですか、この19年度は。

○田農林水産部長 今回対象になっていな

かったと思います。
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○森浩二委員 ということは、また来たとき

にそういう問題が出てくる可能性もあるわけ

ですか。

○田農林水産部長 実は、総務を中心に、

こういった裏金の実態があるかということで

全所属に調査しました。各所属ともそういう

のは一切ありませんということで、報告がま

とまったというふうに聞いております。

熊本県、少なくとも公共事業で今度の関連

した形で裏金というのはないというふうに信

じております。

○森浩二委員 何で聞いたかというと、多い

のは土木と農林だったでしょう。では、熊本

県はないということでいいわけですね。――

はい、わかりました。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

――それでは、ないようでしたら、これで農

林水産部の審査を終了いたします。

午後１時まで休憩いたします。

午後０時２分休憩

午後１時１分開議

○早川英明委員長 こんにちは。それでは、

休憩前に引き続きまして委員会を再開いたし

ます。

これより商工観光労働部の審査を行いま

す。

まず、商工観光労働部長から総括説明を行

い、続いて担当課長、総室長から順番に説明

をお願いします。なお、それぞれ着座のまま

説明は結構でございます。

初めに、島田商工観光労働部長お願いしま

す。

○島田商工観光労働部長 平成19年度決算の

御説明に先立ちまして、前年度の決算特別委

員会において施策推進上の問題点として御指

摘のありました事項のうち、商工観光労働部

関係の事項につきまして、その後の措置状況

を御報告いたします。

御指摘の事項は２項目ございまして、まず

１点目の「収入未済の解消につきましては、

関係部局においてそれぞれ努力の跡が見ら

れ、成果も上がっているが、財源の確保及び

負担の公平性の観点から、滞納者、債務者の

所得等の把握に努め、法的手段を含めて適切

な徴収対策を講じること。」との事項につき

ましては、当部におきましては、一般会計の

中小企業従業員住宅使用料未収金と特別会計

の中小企業振興資金特別会計未収金がござい

ます。

まず、中小企業従業員住宅使用料未収金に

つきましては、少額ながら毎年度納入がなさ

れ、収入未済額が減少しているところであり

ますが、今後も引き続き、企業及び連帯保証

人に対して粘り強く催告を継続していきます

とともに、資産売却を促したり、資力調査等

行うなど、債権の保全と着実な回収に努めて

まいります。

次に、中小企業振興資金特別会計未収金に

ついては、未収金対策基本方針及び延滞先ご

との対処方針に基づき、営業継続中の延滞先

に対しては経営診断等による経営指導を実施

し、償還財源の確保を図り、償還の促進を図

っております。一方、倒産等の状態にある延

滞先にあっては、債務者及び連帯保証人への

面談による資力や資産等の把握、督促や債権

差し押さえ等の法的手続を進めるなどの取り

組みにより、未収金の圧縮に努めておりま

す。今後も、こうした取り組みを継続的かつ

粘り強く行うことにより、未収金の解消に努

めてまいります。

御指摘の２点目は「阿蘇ソフトの村につい

ては、当初の計画にとらわれることなく、林

地としての活用なども含めて抜本的な見直し

の検討を行うこと。」との事項につきまし

て、その後の措置状況を御報告申し上げま
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す。

阿蘇ソフトの村計画は、ソフトウエア関連

の研究開発型企業の集積を目指したものであ

りましたが、計画策定後に経済状況が大きく

変化したことから、その後、企業の保養所や

研修所も対象を広げ、企業等の誘致活動を行

ってまいりました。

昨年度は、地元とも協議を行い、売却可能

性が高いブロックを優先して売却するという

方針のもと、誘致活動を行ったところでござ

います。本年度も引き続き企業誘致に取り組

むとともに、地元の意向を踏まえながら、多

角的視点からの有効活用についても検討して

いるところでございます。

次に、当部の平成19年度決算の概要につい

て、お手元の決算特別委員会説明資料で御説

明申し上げます。

資料の１ページの平成19年度歳入歳出決算

総括表をお開きをお願いいたします。

一般会計の歳入は、収入済額が211億907万

6,000円で、収入未済額は1,490万円でござい

ます。これは中小企業従業員住宅使用料の未

納に係るものでございます。歳出の支出済額

は303億3,948万2,000円で、不用額は２億4,8

59万2,000円となっておりますが、その主な

ものは、補助事業において実績が当初の見込

みを下回ったことによる執行残などでござい

ます。

次に、特別会計の歳入は、収入済額が55億

6,780万6,000円で、収入未済額は21億768万

9,000円でございます。これは中小企業振興

資金特別会計貸付金の未償還金に係るもので

ございます。歳出では、支出済額が30億5,87

7万5,000円、翌年度繰越額が３億3,836万4,0

00円、不用額は１億2,824万7,000円となって

おります。

翌年度繰越額は、新規の工業団地整備にお

いて、用地交渉の難航に伴う造成工事のおく

れによりやむを得ず繰り越したものです。不

用額につきましては、主に中小企業振興資金

特別会計の高度化資金償還金の減少に伴うも

のでございます。

以上、当部の平成19年度歳入歳出決算の概

要を申し上げましたが、詳細につきましては

各課長、総室長から説明させますので、御審

議のほどよろしくお願い申し上げます。

○早川英明委員長 引き続き、各課長、総室

長の説明をお願いします。

○宮尾商工政策課長 商工政策課宮尾でござ

います。どうぞよろしくお願いいたします。

商工政策課につきましては、本年度、定期

監査の結果、公表事項はございません。

それでは、お手元の委員会説明資料で説明

させていただきます。

２ページから３ページまでが一般会計の歳

入に関する調べでございます。

財産収入及び諸収入がございますが、不納

欠損及び収入未済額、いずれもございませ

ん。

２ページの財産収入の中で、中段の家屋貸

付料で、予算現額と収入済額との比較で827

万円の差が生じておりますが、その理由は、

熊本テクノプラザビルに入居しておりますテ

ナント２社のうち１社が退去を検討しており

ましたため、収入減を想定して当初予算に計

上したことによるものでございます。

４ページから商工政策課の歳出に関する調

べでございますが、不用額の大きいものにつ

いて御説明させていただきます。

４ページの商業総務費でございますが、1,

867万4,000円の不用額が発生しております。

その主な理由は、備考欄の(2)商業指導費の

内訳、１段目の商工業企画調整費で500万円

及び３段目の商工政策リサーチ事業で370万

円でございまして、いずれも部全体の運営費

及び計画調査費でございますが、事業の実施

方法の見直しや事務経費の節減によりまして

不用額が生じたものでございます。その他、
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事務費の経費節減によるものでございます。

次に、５ページの中小企業振興費で3,999

万7,000円の不用額が発生しておりますが、

主な理由は、５ページの(4)の小規模事業対

策費補助におきまして、商工会、商工会議所

及び県商工会連合会の補助対象人件費につき

まして、中途退職が発生するなどによりまし

て2,813万円の執行残が生じたことなどでご

ざいます。その他の不用額は経費節減に伴う

執行残でございます。

６ページは大阪事務所、福岡事務所のそれ

ぞれ活動経費でございまして、いずれも経費

節減による不用残、工鉱業振興費は、産業展

示場の施設管理事業の執行残などでございま

す。

以上、よろしく御審議のほどお願い申し上

げます。

○前田産業支援課長 産業支援課の前田でご

ざいます。よろしくお願いいたします。

産業支援課につきましては、本年度、定期

監査の結果、公表事項はございません。

それでは、決算状況につきまして、お手元

の委員会説明資料で説明させていただきま

す。まず、７ページをお願いいたします。

一般会計の歳入に関する調べでございま

す。

７ページから９ページまでが使用料及び手

数料、財産収入、寄附金、諸収入でございま

すが、いずれも不納欠損額及び収入未済額は

ございません。

８ページの下ほどにございます寄附金につ

きまして御説明申し上げます。

こちらは平成19年10月から実施しておりま

す熊本県の工業振興施策のための寄附金によ

る収入でございます。平成19年度は、総額3,

100万円の寄附を受け入れております。

９ページでございます。

雑入の各種団体精算返納金につきまして

は、後ほど歳出のところであわせて御説明を

いたします。

次に、10ページから15ページまでが歳出に

関する調べでございます。

不用額の大きいものについて御説明申し上

げます。12ページをお願いいたします。

工鉱業の工鉱業振興費ですが、1,637万7,0

00円の不用額が生じております。その主なも

のは、備考欄の工業振興費の５番目のものづ

くりフォレスト・自動車関連産業推進事業に

係る不用額でございます。県内製造業者に対

する補助等を事業内容としておりますが、補

助対象事業者の事業内容変更や経費節減に伴

う執行残等によるものでございます。

次に、13ページをお願いいたします。

産業技術センター費で998万9,000円の不用

額が生じております。その主なものは入札に

伴う執行残と事務経費の節減によるものでご

ざいます。

次に、14ページと15ページをお願いいたし

ます。

新事業創出促進費で721万8,000円の不用額

が生じております。主なものは、バイオフォ

レスト形成推進事業、インキュベーション施

設整備運営事業等の業務委託契約に伴います

執行残と、セミコンフォレスト・ソーラー関

連産業推進事業に係る補助事業で、補助対象

事業者が経費節減に努めたこと等により、対

象事業費が減少したことに伴う執行残及び事

務経費の節減によるものでございます。

また、15ページ最後の国庫支出金返納金22

0万7,000円でございます。

これは、昨年５月の会計検査におきまし

て、くまもとテクノ産業財団が実施した平成

15年度の地域新産業創出促進費につきまし

て、当該補助事業で雇用している補助職員

が、財団の自主事業の支払い業務やセミナー

受付業務等に一部従事していることにつきま

して、補助対象外業務に当たるとの指摘を受

けましたもので、当該指摘に基づきます補助

金返還を行いますとともに、15年度前後の1
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4、16、17年度の３カ年分につきまして、自

主的に調査を行い、補助対象外業務に従事し

た時間の賃金に相当する国庫補助金を国に返

納したものでございます。

なお、くまもとテクノ産業財団に対しまし

ては、さきに触れました９ページの歳入に記

載しております各種団体精算返納金として、

県費分、国費分、合わせまして570万6,000円

の返納を受けております。

以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。

○藤好経営金融課長 経営金融課でございま

す。よろしくお願いいたします。

資料は16ページからになりますけれども、

平成19年度決算の説明に入ります前に、さき

の定期監査におきまして指導を受けました事

項がございましたので、まずそのことにつき

まして申し上げさせていただきます。

中小企業振興資金貸付金の未収金、平成19

年度末現在で21億768万9,000円ございます

が、これにつきまして、引き続きその解消に

努めることとの指導があっております。

当該貸付金につきましては、特別会計に係

るものでございますので、後ほど特別会計の

箇所で改めて説明をさせていただきます。

それでは、19年度の決算状況につきまして

説明をさせていただきます。資料の16ページ

をごらんいただきたいと思います。

一般会計の歳入に関する調べでございま

す。

使用料及び手数料、それから、繰入金並び

に諸収入でございますが、不納欠損額、収入

未済額はいずれもございません。

次に、17ページをお願いいたします。

歳出に関する調べでございます。

商工費のうち、中小企業振興費で4,150万

円余の不用額が生じておりますが、その主な

ものは、制度融資で保証協会が代位弁済を行

ったものに県が補てんをいたします損失補償

につきまして、実績が見込みを下回ったこと

によりまして3,600万円ほどの執行残が生じ

たものでございます。ほかは事務費の経費節

減に伴うものでございます。

次に、18ページをお願いいたします。

右上の備考欄に、(4)で国庫支出金返納金

というのがございます。これにつきまして説

明をさせていただきます。

これは、コンピューターの誤作動が心配さ

れました、いわゆる西暦2000年の問題に関連

いたしまして、テクノ産業財団が実施してお

ります設備貸与事業で、平成10年から11年に

かけまして情報機器等の貸し付けを行った

際、リース料の一部助成を行っておりました

が、これに係る経費を全額県を通した国庫補

助で行っていたものでございます。事業が終

了しましたので、その残額1,300万円余を国

へ返還するものでございます。

次に、その下の中小企業指導費でございま

すが、350万円余の不用額が生じておりま

す。これは企業診断を希望する企業が見込み

より少なかったことによるもの並びに事務費

の経費節減に伴う執行残でございます。

次の諸支出金でございますが、これは高度

化資金の原資等として特別会計へ繰り出すも

ので、不用額はございません。

次に、19ページをお願いいたします。

中小企業振興資金特別会計でございます。

まず、歳入に関する調べでございますが、

一般会計からの繰入金には不納欠損額、収入

未済額ともございません。

次の諸収入でございますが、貸付金元利収

入及び延滞違約金を合わせまして21億700万

円余の収入未済額が生じておりますが、これ

は、高度化資金及び設備近代化資金につきま

して、貸し付け対象先の倒産や事業不振のた

め償還困難となっているものに係る元金利子

及び延滞違約金でございます。この収入未済

につきましてが、冒頭申し上げました定期監

査における指導事項となっております。
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この収入未済に係る延滞金の回収に当たり

ましては、先ほど部長からの説明にもありま

したように、個別案件ごとに回収方針を立て

まして、営業継続中の延滞先には、経営診断

等による経営指導を実施し、償還財源の確保

を図り、償還を促進しますとともに、倒産等

の状態にある延滞先に当たりましては、債務

者及び保証人に対する徴収を強化するととも

に、債権差し押さえ等の法的手続を進めるな

どによりまして、未収金の回収に努めている

ところでございます。

今後とも、このような取り組みを継続的か

つ粘り強く行うことによりまして、未収金の

回収に努めてまいりたいと考えております。

次に、一番下の繰越金でございますが、不

納欠損額、収入未済額はともにございませ

ん。

なお、予算現額と収入済額に14億5,000万

円余の差額が生じておりますが、これは予算

現額には歳出予算に見合う額を計上している

ということによるものでございます。

次に、20ページをお願いいたします。

特別会計の歳出に関する調べでございま

す。

商工費の中小企業振興資金助成費で2,080

万円余の不用額が生じておりますが、その主

なものはくまもとテクノ産業財団が実施して

おります設備貸与資金貸付金で、実績が見込

みを下回ったことによりまして1,400万円ほ

どの執行残が生じたものでございます。ほか

は事務費の経費節減に伴うものでございま

す。

次の公債費についてでございますが、これ

は高度化資金に係ります中小企業基盤整備機

構からの借り入れに伴う償還金でございまし

て、償還の実績が見込み額を下回ったことに

よりまして不用額7,590万円余が生じている

ものでございます。

次に、一番下の欄の諸支出金につきまして

は、これは県からの持ち出し分に係ります高

度化資金償還金を一般会計へ繰り出すもので

ございまして、不用額はございません。

以上でございます。御審議のほどよろしく

お願いいたします。

○小野上企業立地課長 企業立地課・小野上

でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。

当課は、監査での公表事項はございませ

ん。

説明資料の21ページをお願いいたしたいと

思います。

一般会計の歳入に関する調べでございま

す。

まず、分担金及び負担金でございますが、

不納欠損額及び収入未済額はございません。

東京事務所及び大阪事務所に派遣されており

ます市町村職員に係る旅費の負担金でござい

ます。

次に、繰入金でございますが、不納欠損及

び収入未済額はございません。この繰入金

は、高度技術研究開発基盤整備事業特別会計

が、工業団地工事のための原資として一般会

計から借り入れている分の繰り入れを行うも

のでございます。

次に、諸収入でございますが、不納欠損及

び収入未済額はございません。

企業立地促進資金貸付金回収金でございま

すが、この制度は、企業の投資資金に対しま

しての融資制度でございまして、県の歳計現

金を金融機関に預託して行うものでございま

す。平成14年度からの新規融資は行っており

ませんで、既に融資した分に係る残債分でご

ざいます。

22ページの一番上で、予算現額と収入済額

に53万5,000円の差額が生じておりますが、

これは預託に伴う貸付利子がふえたことによ

るものでございます。

その下の総合保養地域民活導入促進資金貸

付金元利収入につきましては、旧本渡市五和
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町に貸し付けた分の平成19年度分の返済分で

ございます。

次に、23ページからの一般会計の歳出でご

ざいます。

工鉱業総務費に500万円余の不用額が生じ

ております。これは、備考欄にずっと示して

おりますように、企業誘致促進対策事業、そ

れから、24ページには外資系企業立地促進事

業の事業を書いておりますが、いずれもこれ

の経費節減等に伴う執行残でございます。

次に、25ページをお願いいたします。

臨海工業用地造成事業特別会計の歳入でご

ざいます。

財産収入、繰越金、いずれも不納欠損額及

び収入未済額はございません。

なお、繰越金につきましては、予算現額と

収入未済額に６億1,300万円余の差が生じて

おりますが、これは特別会計の予算現額が歳

出予算額に見合う額を計上するということに

よるものでございます。

次に、26ページをお願いいたします。

臨海特会の歳出でございます。

総額810万円余の不用額が生じております

が、これは備考欄に記載しておりますよう

に、経費の節減や団地の除草等の管理に係る

経費の節約等による事業減少に伴う執行残で

ございます。

27ページをお願いいたします。

高度技術研究開発基盤整備事業等特別会計

の歳入でございます。

財産収入、県債、繰越金ともに不納欠損及

び収入未済額はございません。

なお、財産収入の財産運用収入につきまし

て、予算現額と収入済額に1,400万円余の差

額が生じておりますが、これは先ほども申し

上げましたとおり、予算現額を歳出予算で見

合うということで差が出たものでございま

す。

また、財産収入の財産売払い収入につきま

しては、予算現額と収入済額に7,500万円余

の差額が生じておりますが、備考欄に記載の

とおり、５件の分譲が19年度にございまし

て、当初予定しておりました土地分譲の見込

みが上回ったことによるものでございます。

次に、県債につきましては、臨空テクノ工

業団地建設に伴う県債でございまして、予算

現額と収入済額が３億3,800万円の減額とな

っております。これは事業繰り越しに伴う財

源を繰り越したためによるものでございま

す。

また、繰越金で予算現額と収入済額に4,20

0万円余の差額が生じておりますが、これも

予算現額を歳出予算に見合う額で計上したと

いうことによるものでございます。

次に、28ページからの高度技術特会の歳出

でございます。

総額2,300万円余の不用額が生じておりま

すが、これは経費の節減並びに団地の除草等

の管理に係る経費の節約等による執行残でご

ざいます。

なお、29ページの工業団地整備事業につき

ましては、明許繰越といたしまして３億3,80

0万円余を平成20年度に繰り越しておりま

す。

それから、別冊で決算特別委員会の附属資

料というのがございます。恐れ入りますが、

その附属資料の１ページをお開きいただけれ

ばと思います。

ただいま説明申し上げました繰越事業でご

ざいますが、これは臨空テクノ工業団地整備

事業の用地造成工事についての繰り越しでご

ざいます。

次に、２ページでございますが、県有財産

の処分でございますが、先ほどもちょっと触

れましたとおり、セミコンテクノパークの土

地を５件売却をしているという状況でござい

ます。

企業立地課は以上でございます。どうぞ御

審議のほどよろしくお願い申し上げます。
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○梅本観光物産総室長 観光物産総室の梅本

でございます。よろしくお願いいたします。

資料は30ページでございます。

歳入に関する調べで、最初に使用料、手数

料でございますけれども、伝統工芸館の観覧

料及び使用料、野外劇場の使用料等でござい

ます。いずれも不納欠損額、収入未済額はご

ざいません。

次に、31ページでございますけれども、中

ほど以下の諸収入でございます。

ここの下から２段目に観光施設貸付金の回

収金がございます。不納欠損額、収入未済額

ともにございませんが、予算現額と収入済額

との比較でマイナス2,000万円となっており

ます。これは、備考欄に書いておりますよう

に、歳計現金余裕資金の貸し付けを行ってお

りますけれども、新たな貸し付け要求がなか

ったため、歳入、歳出双方とも2,000万円を

減額するものでございます。

32ページまでが歳入でございまして、33ペ

ージから歳出でございます。

まず、33ページの商工費、商業費の商業総

務費でございますけれども、備考欄にありま

すように、伝統工芸振興費あるいは物産振興

費でございますけれども、不用額が511万3,0

00円出ておりますけれども、いずれも経費節

減に伴う執行残でございます。

それから、34ページでございますけれど

も、観光費でございます。

不用額が3,026万5,000円出ております。備

考欄にございます(2)の観光客誘致対策費及

び35ページ(3)の観光基本計画促進費、(4)の

観光施設整備事業費でございますけれども、

この不用額3,026万5,000円の主なものは、35

ページのちょうど真ん中あたりに、(3)の上

から５番目、観光施設整備資金融資とござい

ますが、5,316万2,000円、これが先ほど歳入

のところでも申し上げました、新規貸し付け

分がなかったために2,000万円の減額を行っ

ておるのが最も大きい要因でございます。

そのほか、不用額が生じた要因といたしま

して、35ページの一番下の観光標識整備事業

でございますけれども、１件につきまして、

道路管理者等の関係者との調整が整わずに執

行できなかった分がございまして、その分を

合わせまして記載の不用額が出ております。

以上でございます。よろしく御審議をお願

いいたします。

○長野労働雇用総室長 労働雇用総室の長野

でございます。よろしくお願いします。

監査の結果、報告・公表事項のうち、指導

事項になったものが１件ございますけれど

も、これにつきましては歳入に関する調べの

中で御説明いたします。

それでは、説明資料の36ページをお願いい

たします。

ここから37ページまでが歳入に関する調べ

でございます。

まず、使用料及び手数料でございますが、

1,490万円余の収入未済額が生じておりま

す。さきに申し上げました監査の結果での報

告・公表事項というのは、この未収金に関す

るものでございまして、今後、連帯保証人、

資産等の調査を行いまして、債権保全を図る

とともに、着実な回収を図ることとの指導が

あったものでございます。

この中小企業従業員住宅事業につきまして

は、中小企業で働く従業員の福祉向上と企業

の振興に寄与することを目的に、県が厚生年

金の還元融資を受けまして、従業員用の住宅

を建設し、これを中小企業者に貸し付けまし

て、その借り受け企業主が貸付期間20年間の

使用料を完納した場合に当該住宅を無償で譲

渡するという事業でございます。

収入未済となっておりますのは、過年度に

おきまして、２つの企業が倒産や経営不振に

より使用料を納入しなかったものでございま

す。催告を続けました結果、平成19年度にお

きましては12万円と、少額ではございますが
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納入が行われております。

今後も引き続き、企業及び連帯保証人に対

しまして粘り強く催告を継続していきますと

ともに、資産売却を促したり、資力調査等を

行うなど、債権の保全等着実な回収の努力を

行ってまいりたいと考えております。

次に、37ページから39ページまでは国庫支

出金、財産収入、諸収入でございますが、い

ずれも不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。

なお、予算現額と収入済額との比較で金額

が大きいものがございますので、御説明申し

上げます。

まず、36ページをお願いいたします。

まず、使用料及び手数料のうち、使用料の

中の技術短大授業料におきまして、予算額と

比べ670万円余の増となっております。これ

は、技術短期大学におきまして、留年等によ

り学生数が増加した結果、授業料の収入がふ

えたというものでございます。

次に、国庫支出金でございますけれども、

37ページですが、下から２段目にございます

訓練手当等補助におきまして、予算額と比べ

340万円余の減となっておりますが、これ

は、障害者等の委託訓練におきまして、支給

いたしております訓練手当の実績が見込みよ

り少なかったことに伴う国庫補助金の減でご

ざいます。

次に、38ページをお願いいたします。

中ほどにございます生涯職業能力開発事業

等委託金におきまして540万円余、それか

ら、次の段の職業訓練事業委託金において25

0万円余、次の段の障害者訓練事業委託金に

おきまして190万円余と、予算現額に対して

少なくなっておりますけれども、これは離職

者や若年者、障害者に対する職業訓練の実績

が見込みより少なかったことに伴います委託

金の減でございます。

次に、39ページでございます。

一番下段の方にございます諸収入の雑入に

おきまして、予算と比べて950万円余の増と

なっておりますが、これは旧天草訓練校敷地

の換地処分に伴います精算交付金及び減歩割

り戻し金等があったためでございます。

次に、40ページをお願いします。

ここから45ページまでが歳出に関する調べ

でございますが、不用額の生じた主なものに

ついて御説明いたします。

40ページの下の方の労政総務費におきまし

て430万円余の不用額が生じておりますが、

これは備考欄の労働行政推進費における労働

相談員の設置費等の執行残あるいは仕事と家

庭の両立支援事業における業務委託料の入札

残によるものでございます。

なお、41ページの(4)の備考欄にございま

す国庫支出金返納金についてでございます

が、これは、国庫補助の対象となります労働

行政推進費等におきまして、18年度におきま

して執行残が生じたところでございますけれ

ども、翌年度４月当初に実績報告をしました

けれども、国の手続のおくれにより確定通

知、すなわち返還命令が８月になったため、

年度内に返還できず、９月の末で計上させて

いただき、補助金を返納したものでございま

す。

次に、42ページ、上段の職業訓練総務費で

ございます。

430万円余の不用額がございます。これ

は、人件費の執行残や認定訓練実施事業にお

ける訓練生や実績が予定を下回ったことや、

そのほか経費節減に伴う執行残でございま

す。

次に、同じく42ページから43ページの職業

訓練校費でございますが、2,200万円余の不

用が生じております。

その主なものは、43ページの備考欄に記載

しております人件費の執行残、あるいは備考

欄の(3)訓練手当におきまして、障害者等に

支給しております訓練手当の申請が見込みよ

り少なかったこと、次の行からの障害者能力
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開発事業、新若年者職業訓練事業あるいは離

職者訓練事業におきまして、障害者、若年

者、離職者に対する委託訓練の受講者の実績

が計画を下回ったこと、また、訓練の受講者

が就職等で中途退校したことのほか、経費節

減による執行残でございます。

次に、43ページの下段の技術短期大学校費

でございますけれども、1,700万円余の不用

額がございますが、その主なものは、職員や

非常勤職員の人件費の執行残及び技術短期大

学校の管理運営費の中の業務委託費の入札残

等、あるいは学生対策費における生徒募集パ

ンフレット等の事務経費の節減に伴う執行残

でございます。

最後に、44ページの失業対策総務費でござ

いますけれども、820万円の不用が生じてお

ります。これは、備考欄の(1)若年者自立支

援事業、雇用創造トライアル事業あるいは職

場適応訓練事業におきまして、当初見込みの

利用や事業実績が下回ったことによる執行

残、その他経費の節減に伴う執行残でござい

ます。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○早川英明委員長 以上で説明が終わりまし

たので、ただいまから質疑に入りたいという

ふうに思います。何かございませんか。

○早田順一委員 ２ページの配当金収入でち

ょっとお尋ねしますけれども、大阪投資育成

株式会社、配当金12万円とございますけれど

も、これは県としては投資額が幾らで、現在

含みがどれぐらいあるのか、ちょっと教えて

ください。

○宮尾商工政策課長 大阪投資育成株式会社

につきましては、県は200万でございます。2

00万の株式を保有しておりまして、これは昭

和59年から、全国24県とともに設立したとき

から加入しておりまして、毎年６％、12万、

ここ10年以上こういう形で配当されておりま

す。平成に入りましてからずっとこういう形

で配当されておりますので、既に出資額を超

える配当金が入っているということでござい

ます。

実績としましては、県内でも、これまで７

社ほどだったかと思いますが、こちらの方か

ら株式等を購入してもらって活動資金を得て

いると、ベンチャービジネスの支援を受けて

いるということでございます。

○早田順一委員 最近、えらい株が目減りし

ておりますので、含み損があるのかなと思っ

ていたら、毎年12万、200万に対して12万

と、非常に率がいいと思いますので、こうい

うのはどうなんでしょうか、ふやしたりと

か、そういうのはないんでしょうか。

○宮尾商工政策課長 こちらの方の株式の方

が、増資するという話があればあれでしょう

が、公開ではございませんので、なかなか最

初の設定でやっておるという状況でございま

す。

○上田泰弘委員 小野上課長にお伺いしま

す。

セミコンテクノパーク、売れていますね。

城南工業団地はまだ売れませんか。

○小野上企業立地課長 セミコンテクノパー

クにつきましては、残区画はあと１区画とい

うことで、その１区画も今予約をいただいて

いるという状況ですので、ほぼ完売の状況で

ございます。

城南工業団地につきましては、９区画実は

まだ残っておりまして、非常に私どもも一生

懸命今営業努力をかけているところでござい

ますけれども、先般、工業団地の分譲価格に

つきまして少し見直しをさせていただきまし
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た。

これまでいろいろな企業誘致の話があっ

て、現場の視察は、かなりの数を実は城南工

業団地とか白岩産業団地にもお連れ申し上げ

ているんですが、なかなか成約に至らないと

いうのがずっと続いておりました。いろいろ

分析をしてみますと、どうもやっぱり価格が

近隣価格に対して高いというふうな評価でご

ざいましたので、鑑定をさせていただきまし

て、その鑑定に基づいて城南につきましては

30数％価格を下げさせていただきました。あ

わせて地元の城南町、それから御船町につき

ましても、土地取得のための、いわゆる優遇

制度というか、助成金を創設していただいた

ということで、現在県のホームページとかあ

るいは新しいパンフレットをつくってたくさ

んの県外企業の方々にＰＲをしているところ

でございますが、城南につきましては、今の

ところ１件だけ引き合いといいますか、交渉

をしているところがございます。

それから、白岩につきましても３区画のう

ち２区画、それからテクノリサーチパークに

つきましても、やっぱり３区画のうち２区画

が現在折衝を重ねているところでございまし

て、価格を引き下げたことによる少し効果が

今ちょっと出始めているのかなと感んじてい

るところでございます。

○上田泰弘委員 管理費なんかでも、歳出で

毎年予算を組んでお金が出ています。引き下

げられて、そういう交渉もあるということ

は、知事も企業誘致をされていますので、頑

張っていただきたいと。よろしくお願いしま

す。

○井手順雄副委員長 今、価格を引き下げら

れたというようなことでございますけれど

も、これが造成されて、最初売り出しが工事

費に対しての平米幾らというような形で売れ

なかったと。しかしながら、議会等で、再三

早目にこれは下げて、売れぬなら早く売った

方がいいんじゃないかというような意見もご

ざいました。上田委員も、そういうことを再

三言われておりました。

そういう中で、今回、３分の１なり半分な

り……それなりにされて、じゃあ、まともに

売れたら幾ら損失があるのか。そして、今ま

でにかかった金利、管理費、これは総額は入

れたら幾らになるのか、ほかにもあるのか、

そういうところをちょっとお聞きしたいんで

すが。

○小野上企業立地課長 実は、今般、分譲価

格の見直しをさせていただきましたのは、今

申し上げました城南工業団地と白岩産業団地

と、それから益城町にありますテクノリサー

チパーク、この３つの工業団地でございま

す。

工業団地につきましては、いわゆるその資

金につきましては、起債で実は財源にしてお

りますけれども、テクノリサーチパークにつ

きましては、平成16年度に起債の償還は終了

しておりまして、これ以上いわゆる利子を返

すということはございません。

それから、城南工業団地と白岩産業団地に

つきましては、土地開発公社が整備したとい

うところから始まっておりますので、実は県

の一般会計から特別会計の方にいわゆる借り

入れをいたしまして、毎年一般会計の方に剰

余金が出た分をお返しているという状況でご

ざいます。その一般会計から借り入れたトー

タルが49億3,000万でございます。

井手副委員長の方から今御指摘がありまし

たように、今般、分譲価格を下げましたけれ

ども、下げなかった場合と下げた場合との金

額を比較いたしますと、約20億ぐらいの差が

出てまいります。これは、単純に計算いたし

ますと、20億県に損を与えるということにな

るわけでございますけれども、実はその20億

をどうやって、いわゆる一般会計に返済して
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いくかということでございますけれども、も

ちろん新しい価格で分譲をして、それを売っ

てしまうというやり方が１つございます。

それから、先ほどちょっと出ましたけれど

も、セミコンテクノパークがかなり好調で売

れているということで、少し特別会計からの

余剰金がございます。そういったものをあわ

せまして、それと城南工業団地等につきまし

ては、リースで入っておられる企業もござい

ますので、毎年リース料というものが入って

まいります。そういったものを全部足し合わ

せまして、先ほどの不足する20億から差し引

きますと、約８億3,000万ぐらいがどうして

もこの特別会計からは賄いが少し難しいので

はないかなというふうに思っています。

これにつきましては、早期に企業を誘致い

たしまして、企業からの税収でぜひ埋め合わ

せをしようということで考えているところで

ございます。

参考のために、現在、テクノリサーチパー

ク、それから城南工業団地に入っております

企業からいただいております県の事業税、県

民税、いわゆる県税でございますけれども、

大体テクノリサーチパークで１社当たり平均

2,000万ほど税収が毎年上がってきておりま

す。それから、城南工業団地につきましては

600万弱ぐらいの税収が上がってきておりま

す。ですから、同じような規模であるかどう

かはわかりませんけれども、平均的な税収と

してこのぐらいが上がるということであるの

であれば、企業が早期に入っていただけれ

ば、まあ７～８年ぐらいで先ほどの金額が回

収できるのかなというふうに思っているとこ

ろでございます。

○井手順雄副委員長 基本的に20億の差額が

ある。そうすると、10何年かの間の金利分ま

たは管理費も入れたら、私はそれも何億てあ

ると思うんですな。今、言葉のあやという

か、数字で目くらまし的におっしゃったよう

に私は思います。意味がわかりませんでし

た。実際はそれだけの赤字があるわけです

な。

そうした場合、これが安くなったから入り

ましたといったら、県は、これは売れました

と言いますけれども、それは20何億の分は全

然表に出てこぬとですよね、県の会計上。私

はそこが問題だろうと思うんですよ。簡単に

安うしたけん――それは、できてからすぐ売

れぬごたるなら、ちょっと安うしてください

よと県議会から言うても、これはもうという

ようなことで今まで延び延びになって、10何

年かかってやっと安うして売るというような

ことですから、そういうことであれば、もう

ちょっと早目に手を打って、焦げつかないよ

うにしたところで売らんことには、今焦げつ

いて安うして売ったというような感覚しかな

いんですね、今県の場合。

それとあわせて、そういうところを表に出

してもらわないかぬ。損失の分をですね。ど

がんかそういう形の中で。まあ、バランスシ

ートなんて無理って言いなはるけれども、そ

れはそれでつくられるのは難しいでしょう。

しかしながら、数字的なものは出てくるわけ

ですたいね、表としては。これだけかかっ

て、これだけ下げて、これだけ売れました、

結局最終的には幾ら損だったというようなこ

とも個別に出していただきたいなというふう

に要望しますけれども、それとまた、テクノ

なんかも、よそは高く買っとんなはるわけで

すな。今回安くすると。そこの整合性という

のが一番大事だろうと。あそこはこがん安う

買わしたけん、うちも安うしてくれとか、や

っぱりそういう要望もあっちゃいかぬし、ほ

かの工業団地も、高く買ったところもあると

思うんですね。そこにやっぱり誠意を持って

話をしながらしていかぬと、まあそこから先

は聞きませんけれども、そこら辺も大事だろ

うし、もうちょっと後手後手じゃなしに、前

向きな方向でこういうものは売っていかんこ
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とにはいけないというふうに思っておりま

す。

関連でいいですか、続けて。

○早川英明委員長 はい、どうぞ。

○井手順雄副委員長 中小企業、経営金融課

にお聞きしますけれども、21億未収金がある

ということでございますけれども、何社に対

してこれがあるのか、何年前からこの20億を

引き継いでいるのか、現在、実質何社から返

済がされているのか、あわせてその回収額と

いうんですか、それをちょっとお聞きしたい

んですが。

○藤好経営金融課長 経営金融課でございま

す。

高度化資金につきましてが、対象は事業協

同組合という、これが10貸し付け先、それと

設備近代化資金、これが企業へが10貸し付け

先ほどというふうになっております。

○井手順雄副委員長 中小企業振興資金は。

○藤好経営金融課長 中小企業振興資金のこ

の特会の中でが２つ資金がございまして、今

申し上げました高度化資金と設備近代化資金

と２つの資金から……

○井手順雄副委員長 合わせて何社。

○藤好経営金融課長 合わせて高度化が10組

合、それから、設備近代化が10貸し付け先と

いう形になっております。

○井手順雄副委員長 合わせて20……

○藤好経営金融課長 貸し付け先としては20

ということに……

○井手順雄副委員長 20社ですか。

○藤好経営金融課長 はい。

○井手順雄副委員長 20社ある中で、実際、

現在のところ何社が返済をされとるですか。

それと回収額ですたいな。

○藤好経営金融課長 まず、回収額について

ですが、ちなみに19年度は1,700万円ほどの

回収を図っております。今年度、20年度でご

ざいますが、９月末現在で、今現在950万円

ほどを回収いたしております。実際、じゃあ

何社ぐらい入っているかといいますと、今年

度につきまして、高度化資金につきましては

５組合ほどから入っております。それから、

設備近代化資金、10貸し付け先のうち７社ほ

どからは回収しております。実際は、大部分

がもう事業そのものをやめているというふう

なところもございますので、保証人等からが

回収は多くなっておるところでございます。

○井手順雄副委員長 これが株式会社だった

ら、20億の未収金というたら、それに対して

税金がかかるんですな。これはもう株式会社

だったらやっていけないと、県だけんやって

いけるわけでありますけれどもね。そういう

やっぱり危機感というかな、株式会社的な感

覚を持ってやっぱり今までやってきてほしか

ったなというものがあるし、実際、半分ぐら

いの回収で、あと半分ぐらいからはもう全然

回収ができてないというような話であります

けれども、これは毎年20億ずっと出てきてお

るわけですたいな、決算に関しても。そし

て、もう回収が全くできないという中で、今

回収されていると言うけれども、実際回収し

ている人員、人間、これは何名で、どういっ

た格好で毎年経費が要っとるんですか。

○藤好経営金融課長 担当の職員が、正職員
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が１名、それと嘱託が１名、基本的にはこの

２名体制で行っております。

○井手順雄副委員長 じゃあ、その２名体

制、嘱託員というのはやっぱり200～300万の

話でしょうたいな。まあ、よかです。そうい

う中で、毎年毎年、職員１名、その嘱託員の

給料をかけて200万、職員の給料も入れれば

1,000万ぐらいになるでしょう。そういう金

をかけて、毎年毎年していって900万とかし

か取れない。平成19年度が1,700万とおっし

ゃいました。平成20年度末で900万、また来

年、私はどんどん下がってくるといった傾向

にあると思うんですよ。そういう中で、それ

だけ経費をかけなんものだろうかと。これも

また株式会社で考えれば、ここがやっぱりむ

だなお金と私は逆に思うんですね。

そうした場合、これを不納欠損というよう

な形で上げた場合、まあ回収できているとこ

ろは回収できているところで置いといて、こ

れは全くできぬばいというようなところで不

納欠損で落とした場合、県の持ち出し金とい

いますか、県が幾らかは払わないかぬとだろ

うけれども、それと、その不納欠損だけの場

合、幾らぐらいまでならこの20億のうち不納

欠損というような形で上げられるとですか。

そういうニュアンス的なことはわかります

か。

○藤好経営金融課長 不納欠損でいきます

と、高度化資金につきましては、中小企業基

盤整備機構、県がここから――基本的にＡ方

式と言いますが、ここから借り入れまして、

そうすると県の持ち出し分とあわせて貸し付

けるというふうなところがちょっと基本にな

りますけれども、それにつきましては機構が

――今年度からちょっと割合が変わりました

けれども、機構が２に対して県が１というこ

とで、そうしますと、大ざっぱにいきまして

３分の１ぐらいの県の持ち出し分という要素

になろうかと思っております。そういうこと

で、丸々その20億が県のそのままという形で

はないというふうな状況にはございます。

今御指摘がありましたように、今後大分回

収というものはちょっと難しい状況等もござ

いますけれども、今後につきましては、いろ

いろ県全体としても、未収金連絡会議等もご

ざいます。そういった中で、今後どういうふ

うな方針で臨むのか、今不納欠損処分とか御

提案がございましたけれども、どういう方向

で臨むのか、そこら辺のところを、事務局を

財政課が持っておりますので、そういったと

ころと協議しながら、今後の方向性につきま

してはいろいろ検討させていただきたいとい

うふうに思っております。

○井手順雄副委員長 私が思うに、こがんし

て20億というのは大きなお金なんですね、見

た感じ。見た感じって、見ても大きいんです

けれども、しかし、もう回収ができないと、

そして全部県が払わんでいいというようなこ

とであれば、今課長がおっしゃるように、あ

らかた精査してこれを減らして、しかしなが

ら、それを処理するならばするとして、今後

の対応策とか、もうちょっと厳しくするだと

か、もうちょっと借り入れるときに審査を―

―保証人を余計つけるとか、そういうやっぱ

りハードルを高くしてやっていかないと、公

平性公平性と言うても、回収ができないなら

不公平なんですよ。

やっぱりそこら辺のバランスもとりながら

この貸付制度というのは今からしていかなん

事業でもあろうと思いますから、やっぱりそ

こら辺は、どういうことかな、回収ができる

ような体制をとりながら広く貸し付けるとい

うのは難しいですけれども、やっぱりそこら

辺の精査をやっていきながら、あらかた不納

欠損で一発ここら辺で落としていただいて、

一から出直すというような形で、部長、いか

がですか。
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○島田商工観光労働部長 不納欠損につきま

しては、例えば営業をしているところは、こ

れは極力営業指導もやりながら、できるだけ

回収にも努めてもらう。ただ、既に廃業して

いるところは、県でも既に、例えば残ってい

る資産を競売にかけるとか、それとか資産を

差し押さえるとか、または専門のサービサー

に頼んでできるだけ回収してもらうとか、極

力回収の努力はしているわけでございますけ

れども、ただ、もう会社が倒産して、事業者

は亡くなって、あとそのお母さんとか、両親

とか、連帯保証人が年金の中からほそぼそ返

しているというのもあるわけでございます。

そういう中で、若干なりともまだ回収ができ

ている分は、これは今やっているところでご

ざいますけれども、今副委員長の方から御指

摘がございましたように、やはりそういう形

でずっと続けていきますと、これはもう回収

費用も大変かかるわけでございますので、い

ろんな観点から、今おっしゃいました不納欠

損についても、これは十分検討していきたい

と思っております。

○井手順雄副委員長 お願いします。

○氷室雄一郎委員 今ありましたここの監査

の結果報告のところ、一部の延滞債権の回収

業務を民間の債権回収業者へ委託するとい

う、委託して頑張っておられるということな

んですが、この費用みたいなものはどれくら

いかかっとるんですか。

○藤好経営金融課長 18年度、19年度の２カ

年にわたりまして、サービサー、債権回収専

門会社の方に委託をしまして、貸し付け先の

２組合ほどを対象といたしまして委託をした

実績がございます。18年度の委託費が約120

万、それから、19年度が170万ほどというよ

うな中で委託をしております。

そういった中で、いろいろサービサーが回

っていただく中で、いろんな債権のいろんな

情報等も踏まえまして、そこから債権差し押

さえに結びつけたというふうな実績につなげ

ております。

○氷室雄一郎委員 この一部の延滞債権とい

うことは、取れそうなところという意味なん

ですか。あとはもうあきらめたということな

んですか。

○藤好経営金融課長 委託をして、回収があ

る程度見込めそうなところ、また、専門的な

知識でいろんな――延滞しているところの役

員あたりが報酬等を受けている面もありまし

たので、そういったところの情報等も含めれ

ば――実際報酬等を差し押さえもしましたけ

れども、そういったことができる可能性のあ

るところを２組合ほど選んだというわけでご

ざいまして、あとにつきましては、頼んでも

なかなかそういった大幅にふえるというよう

なこともちょっと見込めないというふうなと

ころもございまして、職員がそこら辺はきめ

細かく回っておりますので、そういった中

で、残りの組合については継続してやってい

くというような方向で、２組合ほどしたもの

でございます。

20年度につきましては、サービサーの委託

はちょっと見合わせております。といいます

のは、２組合しましたけれども、大体委託し

ました効果といいますか、そういった目的は

大体達せられたかなと。あとは職員が継続し

て回ればいいかなというふうな状況になりま

したので、20年度については職員のみでやっ

ておるところでございます。

○氷室雄一郎委員 先ほど聞いたのは、たっ

た２名ですけれども、２名しかおらぬという

ことで、２名でこれだけの莫大な負債を何と

かしようという、もともとそれはもうただ何



- 41 -

もしないということと同じじゃないかと受け

取ったんですけれども、ここはもうあとは監

査委員の方から……。

○早川英明委員長 今の件について、部長の

不納欠損の見解について、この会計課の方と

監査の方とそれぞれひとつコメントを。どう

ですか。まず、会計課の方から。

○藤本会計課長 会計課でございます。

不納欠損につきましては、それぞれ所管の

ところで、いわゆる債権放棄ということにな

りますので、法律の中で許される形になった

ときに知事まで、この不納欠損をやりたいと

いうような伺いが回ってくるわけですけれど

も、その過程の中で、これは歳入に関します

ことですので、会計管理者に合議という形で

回ってきます。私の方で、その合議を受けた

際、どうするかといいますと、今言いました

債権放棄ということで、例えば時効が成立し

ているのかどうか、精いっぱいこれまで歳入

確保のため、歳入徴収のためにどのような努

力をされたのかと。これは、もうどうしても

取れないなという判断で、当然それぞれ課の

方はされていると思いますけれども、そこら

辺をお聞きする中で、これはやむを得ないな

ということで了解をするという形になってま

いります。

○早川英明委員長 たまたま氷室委員と私は

この19年度監査委員だったものですから、私

たちが言うわけにいかぬけん、こちらの監査

委員に。

○金田監査事務局長 監査委員事務局でござ

います。

今、会計といいますか、出納局の方からお

話がございましたけれども、監査といたしま

しては、その歳入の減たるものについて、ど

のような行動をとっておられるのか、そし

て、最大限の努力をなされているのかという

観点から見てまいります。それから、不納欠

損等の手続等に瑕疵がないか、そういった事

柄につきましても見させていただくこともご

ざいます。

ただ、減資としてこのような形がございま

したときに、やはりその御判断といいます

か、そのものにつきましての対応そのものが

適切であるかないかというところまで見させ

ていただくということになっております。

それで、この件に関しましては、いわゆる

収入未済額としてまだ最大限の努力をなさっ

ておる途中であると、それに対して監査とし

ましては、その段階では最大限の努力をなさ

っているかどうかということについての御意

見を申し上げ、一部ではございますけれど

も、特別な手法を駆使して徴収を上げたとい

うところでの監査、しかしながら、その数値

が残っておりますので、指導事項という形

で、指摘という形ではございませんで、指導

という形で評価をさせていただいたところで

ございます。

○福島和敏委員 部長の概要説明の一番最後

の方ですが、ここは多分企業立地課だと思い

ますけれども翌年度繰越額は新規の工業団地

整備において用地交渉の難航に伴う造成工事

がおくれていると、これはどこの話ですか。

○小野上企業立地課長 益城町のテクノリサ

ーチパーク横に現在工事をやっております臨

空テクノパークという、約25ヘクタールを平

成17年度から実は事業着手しておりますけれ

ども、用地交渉に約２年ぐらい実はかかりま

して、予算計上をずっと毎年継続してやって

いたのですが、工事がその年度に執行できず

に翌年度に繰り越しているという状況でござ

います。

○福島和敏委員 私、これは現地を見せても
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らったんだけれども、一部何か難航している

というような部分があったけれども、もうほ

とんど何か工事がどんどん進んでいましたよ

ね。

○小野上企業立地課長 用地交渉の途中経過

の中ではかなり難航していた経緯もございま

したけれども、それも解決いたしまして、

今、全筆県のものになっておりまして、既に

もう近々全部の工事が終了するような段階に

なっておりまして、先般、大日本スクリーン

製造株式会社というところと立地協定をさせ

ていただきまして、再来年の１月ぐらいから

はその企業が工事着工をするというふうな予

定になっております。

○福島和敏委員 私、これは実は一般質問に

取り上げて、現地を見たんですが、さっき上

田君も言ったとおり、城南とか白岩とかと比

べたら、実はあんまり土地の値段が変わらな

かったんですね。大分それは見たばかり、あ

の臨空テクノパークを見たら、城南や白岩は

売れませんよね、あの値段ならですよ。だか

ら、安過ぎると思ったんですよ、向こうに比

べて。さっき赤字の話が――30％値段を落と

したというから、あそこは幾らで売ったんで

すか。どのくらい城南とかと差があるんです

か。

○小野上企業立地課長 現地は、現況畑と山

林という形で25ヘクタール、それぞれ約80名

弱ぐらいの地権者の方と交渉いたしまして購

入させていただきました。それは、鑑定を、

当時の畑あるいは山林という地目の中での鑑

定を打ちながら価格を決めて買わせていただ

きました。

それに約30億弱ぐらいの工事費をつぎ込ん

でおりますので、それと私どもの諸経費等が

ございますので、まだ確定測量が確定してお

りませんけれども、売り値といたしまして

は、大体坪単価で５万円から５万5,000円ぐ

らいになるのではないかなというふうに見込

んでおります。

○福島和敏委員 私の感じだけれども、言っ

ているのは、まあ５万5,000円ぐらいじゃな

いかなと思って言ったんだけれども、城南も

白岩も５万円近かったよね。だから、あんま

り差がなさ過ぎるんじゃないかと。だから、

向こうで赤字になれば、もう少し高い値段で

売ってこれを穴埋めできないのかなと思って

いたんですよ。そうしたら、なかなか――５

万5,000円だったらあんまり変わらないか

ら、もうちょっと高く売ってようはなかか

と、そう思うんですけれども。

○小野上企業立地課長 鑑定評価の中では、

大体近隣価格等といたしますと、テクノリサ

ーチパークが若干高いですけれども、あちら

はいろんなインフラ整備がされているという

ことも加味して、坪単価は５万円台ではなく

て、もうちょっと高い価格でございますけれ

ども、逆に城南、白岩の方が、先ほど申し上

げましたように、近隣価格からすると相当高

くなってきたという状況でございましたの

で、先般、財産審議会の方にも諮問させてい

ただきまして、それをかなり安くさせていた

だいたという状況でございます。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

○佐藤雅司委員 さっきから売れる話が出て

きておりますが、今度は売れない話でござい

ます。

部長の概要説明の中に、阿蘇ソフトの村が

出てまいりました。阿蘇地域振興局の最大の

課題というふうに言われて本当に久しいわけ

ですけれども、何年ぐらいになるんですか

ね。ここには、さらに努力するというふうな

話があっておりますが、当初の、いわゆる研
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究開発型、自然環境のいいところで、いろん

な頭脳を駆使していきながら新しい開発をし

ていくという、そうした企業を誘致していこ

うと、こういう鳴り物入りで始まったと。と

ころが、バブルがはじけてそのままになっと

る。もう20年ぐらいになるんじゃないですか

ね。一昔10年ですから、二昔になってしまっ

て、ここはどういうふうに展開していくんだ

ろうかと。さらに努力をされるということで

ございますが、その見通しはいかがかという

ことでございますが、どなたか。

○前田産業支援課長 ソフトの村につきまし

ては、今佐藤委員からお話がありましたよう

に、計画そのものは、昭和61年ごろのソフト

ウエア企業８社との進出協定を端緒としまし

て、平成２年ごろ用地買収に取りかかったわ

けですが、諸般、いろんな社会情勢、経済情

勢の変化によりまして、今現在では26ヘクタ

ール取得予定のうちの19ヘクタール取得とい

う状況でございます。また、その取得の状態

におきましても、完全な整形での取得という

わけではございませんでして、虫食い状態が

ありながらの19ヘクタール取得というところ

になっております。

当初は、ソフトウエア企業のオフィスをそ

こに誘致するということで計画を策定いたし

まして誘致をやっておったわけですが、なか

なか誘致が進みませんでして、途中で、平成

13年ごろ、オフィスに限らず、保養所であり

ますとか研修所でありますとか、そういった

ところも対象を広めて誘致に努めてきたわけ

ですが、残念ながらそれも成果が出ていない

ところでございます。

昨年は、高森町とも協議をいたしまして、

追加買収ができるようなところを内々で調査

をいたしまして、ある一定の整形部分をつく

って部分的な売り出しを図っていこうという

ことで、東京の企業に対しまして現地案内を

しまして誘致を図りましたが、残念ながら、

結果としましては決定には至っていないとい

う状況でございます。

今後も、そういった形での部分的な売却も

含めて誘致を行いますとともに、地元町と

か、それから地権者の方々といったところ

と、多角的な利活用方法について検討を進め

てまいりたいというふうに考えております。

○佐藤雅司委員 地権者の皆さん方も、やっ

ぱりそういう企業が来るということで、非常

に期待をしながら県の方にお願いしていった

という経緯ですが、相当地元の方も――ま

あ、私は選挙区じゃありませんけれども、な

くなってしまったんですが、やっぱり心配し

ております。そして、県行政に対して、そう

した努力を怠っているんじゃないかという話

さえあって、戻せと、元に戻してくれという

話もちらほらあっているような話が聞こえて

きます。

なかなか昨今の経済情勢からは厳しいこと

は重々わかっておりますが、その可能性をい

つまでも長く引っ張るということはいかがな

ものかという感じはします。ある程度、林地

も含めてというふうに書いてありますが、そ

の辺もいろんな形で、一年一年ふえた後にな

るんじゃなくて、もうちょっと見通しがある

ならばそれで頑張っていく、ないならばある

程度切っていく、切っていくといいますか、

地元に説明していくということもしていかな

いと、やはり県の姿勢というのも私は問われ

かねないというふうに思いますので、これか

ら先は要望で結構でございますが、ぜひとも

そういう方向で地元の方にも説明をしてもら

いたいと思っております。

以上です。

○池田和貴委員 これはどこになっとかな。

今、ちょっと佐藤先生の方にも関連してなん

ですが、先ほど収入のところで、天草のリゾ

ートのゴルフ用地の件ですね。これはなかっ
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たかな。あれは地域振興部か。済みません、

委員長、これは地域振興部だった。

○小野上企業立地課長 企業立地でやってお

ります。

○池田和貴委員 企業立地課になったんです

か。じゃあ、質問を続けます。

私も質問を何度もさせていただいて、今佐

藤先生の話を聞きながら思ったんですが、結

局、あそこもゴルフ場を開発しようというこ

とで、当初はやはり、まあ県が率先してやっ

たとは言いませんが、県がある意味――フィ

フティーフィフティーですたいね。地元市町

村と県は、あのとき一緒にやろうということ

で、県も、細川知事の時代に非常にやってい

ただいたということがあるんだろうと思いま

す。

ただ、結局、あそこも塩漬けのままになっ

てしまって、今、合併した天草市は、無利子

で貸していただいたお金があって、これはあ

りがたかったんですが、今それを毎年返して

いくわけですね。その収入がここに上がって

きていると。よもや思っていらっしゃらない

でしょうけれども、もう資金回収のめどはつ

いたけんが、これはもうそのままでよかもん

ねと思っとらっさんですよね。

○小野上企業立地課長 天草のリゾート構想

の中で生まれた大きなプロジェクトでござい

ましたけれども、今池田委員御指摘のよう

な、現在ああいう形になっておりまして、私

ども非常に――一時ワイン工場が来るような

話がポシャったりとか、幾多の紆余曲折を経

ながら現在に至っているわけでございますけ

れども、やはり企業誘致という観点からは、

天草という地域を生かしたような、特に農工

商連携みたいな形ができないかということ

で、幾つか企業誘致と地域づくりを組み合わ

せたような形でのものができないかというこ

とで、地元天草市と協議しながら、企業名は

ちょっと言えませんが、ある企業とも折衝も

しているところでございます。

そこは、地元の穏やかな気候を生かした農

林水産業なんかとも連携を保てるようなとこ

ろもちょっと模索しながら、天草らしいもの

ができないかということで、市の方とは課で

定期的に協議を続けておりますし、県として

も、ぜひ大きなプロジェクトをそこには実現

させたいという気持ちを持っているところで

ございます。

○池田和貴委員 わかりました。ありがとう

ございました。

そういう話が進んでいるのであれば、ぜひ

協力をしてやっていただきたいというふうに

思っております。

そういう話を聞けてよかったですけれど

も、逆にそういうのがあれば、たまにはそう

いう話をしていただけませんかね。誤解して

私も別のところで変なことを言ってしまうと

逆にマイナスになりますので、そういう話が

あったときには、まあそのタイミングがある

かと思いますが、そういうことをやっていま

すということを、私も気をつけときますの

で、そちらからもよろしくお願いしたいと思

います。

委員長、また続けてよろしいですか。

○早川英明委員長 はい、どうぞ。

○池田和貴委員 また、済みません、企業立

地課にお尋ねなんですが、ここのところ急激

に円高が進んでいますよね。株安もあって、

それは企業立地の現場からして、今まで話を

されていた企業の動向が変わったとか、そう

いうところはなかですか。

○小野上企業立地課長 年間、たくさんの企

業と折衝しておりますが、池田委員御指摘の
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ように、ここに来てかなり景気は低迷してい

るというか、投資マインドがかなり極端に落

ち込んでいるという状況もございまして、継

続案件につきましても、具体化するところま

でいっている案件も、少し先延べといいます

か、そういう話が幾つかございます。ですか

ら、御指摘のように、少しまた今まで、昨

年、一昨年みたいな時間の経過というわけに

はいかないんじゃないかというふうな気持ち

は持っております。

○池田和貴委員 これは県がどうのこうので

きる話じゃありませんけれども、やはりかな

り影響が出てくるんだろうと思うんですね。

それと、この企業立地の計画が少し後ろにず

れ込んでしまうと、多分県でやっているもの

づくりフォレスト構想ですとか、そういうの

にも影響が出てくるし、知事がマニフェスト

で掲げたこの工業出荷額、幾ら幾らというそ

の数字にも多分影響してくるんだろうと思う

んですね。なかなかその努力をどういう形で

すればいいかというのはちょっとわかりませ

んが、この影響はかなり出てくるんじゃない

かと心配していますので、できるだけの対処

をよろしくお願いしたいと思います。

以上です。

○早川英明委員長 ほかにございませんか。

○田大造委員 少し関連するんですけれど

も、過去10年間で170社、平成10年から19年

までということで、平成10年以前はどんな時

代だったかというと、皆さんも御承知のとお

り、円高の時代ですね。この10年間、円安に

ずっと触れてきたんだと思うんですけれど

も、それで170社中半分の85社が半導体関連

というふうにお聞きしているんですが、次が

自動車関連と。

労働雇用総室にお聞きしたいんですが、熊

本県で雇用情勢が悪化傾向にあるのかないの

か、それを県としてもいち早くちょっとつか

んでおく必要があるんじゃないかなと考える

んですが、教えてください。

○長野労働雇用総室長 労働雇用総室でござ

います。

一応県の方でも雇用情勢については気をつ

けてはおるんですけれども、全体的にそうい

う調査をするあれがありませんので、熊本労

働局を通じて把握しておるところでございま

すけれども、新聞等でも御承知のとおり、有

効求人倍率も昨年秋ぐらいから落ちてきてお

りますし、失業率も３年前ぐらいのレベルに

高まってきているというような状況で、全国

的な傾向ではありますけれども、熊本県にお

きましても雇用労働情勢は悪化してきており

ますので、雇用対策につきましては、県単独

ではなかなかできませんけれども、労働局あ

たりとも一緒になって、適宜適切な対応をと

るようにはしていきたいというふうに考えて

はおります。

○田大造委員 本当にもう半年前の情報と

いうのがどんどん変わってくる時代ですの

で、もう行け行けどんどんで企業立地して

も、全く不良債権になるというようなことも

発生しかねない、先の読めない時代ですの

で、ぜひよろしくお願いいたします。

○山口ゆたか委員 今、私たちが現状を見さ

せていただいた中で１つ、今現在されている

中高年齢失業者等雇用促進費ということで事

業をされておりますけれども、説明資料では

45ページ最後の方ですね。このあたり、今

後、今の皆さんの現状を見ると、かなり必要

ではないかというふうに感じるところではあ

りますけれども、このあたりの事業、予算も

少のうございますし、この雇用の促進を受け

られた方の人数もまだ少のうございますし、

もうちょっとこのあたりの充実を図る必要が
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あるのではないかというふうに思いますけれ

ども、今後の考え方についてお聞かせ願えれ

ばと思います。

○長野労働雇用総室長 中高年齢失業者等雇

用促進費ということで、金額が少ないんです

けれども……

○山口ゆたか委員 受講者も少ないですね。

○長野労働雇用総室長 はい。これにつきま

しては、基本的には障害者が職場適応できる

ように訓練する経費でございまして……

○山口ゆたか委員 障害者。

○長野労働雇用総室長 はい、そうです。全

体的には、基本的には職業訓練費の方に入っ

ております、43ページ、一般の方は、在職者

の訓練とか委託訓練とか、こちらの方の経費

でやっておりまして、ここに、職場適応の関

係は障害者に対する経費ということで、ちょ

っと失業対策的な経費でございますけれど

も、別途計上してあるという状況でございま

す。

○山口ゆたか委員 ちょっと待ってくださ

い。実は、主要な施策の成果を見とって、こ

れもそのような形で書いてあるんですよね。

ちょっと何か障害者なんですか、これは。こ

れは障害者ですけれども、これは失業……障

害者なんですか。

○長野労働雇用総室長 今、主要な施策の成

果、何ページでございますか。

○山口ゆたか委員 これは111ページです。

○長野労働雇用総室長 これの中高年早期再

就職支援事業のところでございますね。

○山口ゆたか委員 これは早期ですか。済み

ません、事業名がちょっと違うですね。勘違

いしました。もう一回、済みません、よろし

いですか。やり直しさせてください。

○早川英明委員長 はい。

○山口ゆたか委員 今、現状を見てみると、

やっぱり再就職に関して、スキルのなさか

ら、自信のなさから、皆さん１歩目を踏まれ

ないところがかなりあるのかなと思いまし

て、また、その再就職支援について充実を図

る必要があるのじゃないかというふうにちょ

っと感じるところが現状としてあるわけなん

ですけれども、今後こういった事業を拡充さ

れるとか、その必要性が私はあると思うんで

すけれども、今労働雇用総室の方ではどう感

じておられるのかなというふうに説明を願い

たいと思います。

○長野労働雇用総室長 若い方で、就職した

くてもなかなか面接に行っても採用されない

ということで、それが繰り返されますと、な

かなか自分に自信が持てなくなりまして、な

かなか職場探しにも一歩が踏み出せないとい

うような状況になる方が出てまいっておりま

す。そういった方は、フリーターの中にもニ

ートと言われる人の中にもかなりございまし

て、そういった方に対しましては、現在、県

が直接はやっておりませんけれども、国の方

から、健軍の商店街の方にＮＰＯ法人のおー

さぁというのがございまして、そこのところ

が若者サポートステーションというところを

つくっておりまして、そこで、そういった人

たちにまず面談して、職場体験あたりをさせ

て、もう一歩踏み出せるような指導をしてい

くというような事業をやっていただいており

ます。そこを県としてもサポートしていって

おりまして、そういった事業を今後また充実
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強化していきたいというふうには考えており

ます。

○山口ゆたか委員 質問がわかりづらく、本

当に済みません。

ただ、若者と言われましたけれども、私は

中高年のことをちょっと聞いておりまして、

そのあたりちょっともう一回よかったらと。

そのあたりの中高年に対しての充実を図る

必要があるのではないかとちょっと感じると

ころがありまして、再就職の支援事業を今後

どのようにしていこうと思っておられるの

か、お聞きしたいと思います。

○長野労働雇用総室長 中高年の方につきま

して、離職された方につきましては、県の方

でも、また県のポリテクセンターの方でも離

職者訓練というのをやっております。それに

基づきまして再就職に結びつけるというよう

な事業がございますけれども、そういう事業

につきまして、さらに引き続きそのあたりを

充実させていきたいというふうに考えており

ます。

○山口ゆたか委員 済みません、もう１つお

願いします。

障害者能力開発事業についてちょっとお聞

かせ願いたいと思います。

実は、また主要な施策の成果に関して、11

3ページになるんですけれども、施設内の訓

練と委託の訓練ということで行われておりま

すけれども、定員及び訓練期間ということ

で、16人と書いてあるんですけれども、修了

者が７人、実際申し込みがあって訓練を受け

られた方は何人だったのかなというふうにち

ょっとお聞きしたいと思いますけれども。

○長野労働雇用総室長 先ほどの施設訓練と

いうのは、熊本の訓練校の方でやっておりま

す事業でございまして、期間として１年のコ

ースと半年のコースがございます。それで、

定員はそれぞれ合わせて16名でございますけ

れども、19年度につきましては、応募者が21

名に対して入校者が15名でございました。

○山口ゆたか委員 15名のうち７名が修了を

されたということですか。

○長野労働雇用総室長 15名のうち７名が修

了されましたけれども、８名が中途退学をさ

れています。これにつきましては、８名のう

ち６名の方が中途で就職ができたということ

でやめられたということでございます。

○山口ゆたか委員 ということは、就職者は

４名、修了者は７名ですよね。修了者のうち

４名しか就職できなかったということです

か。

○長野労働雇用総室長 修了者は７名のうち

４名が就職者でございましたけれども、途中

まで訓練を受けた方が初めおられましたけれ

ども、そのうち６名の方も、そういう訓練を

受ける途中で、そういった過程の中で就職が

決まったということでございまして、トータ

ルしますと、入校者の15名のうち10名の方は

就職ができたということでございます。

○山口ゆたか委員 委託訓練の方はどうなん

ですか。定員は103名で修了者が64名。じゃ

あ、その訓練を受けられた方は何名だったの

か、ちょっと教えていただれば。

○長野労働雇用総室長 委託訓練につきまし

ては、コースが安定所単位で幾つかございま

して、トータル大体20ぐらいの地域で実施し

ております。トータルの定員が103名で、入

校者が大体71名ございました。場所によって

は、定員がありましたけれども、オーバーが

なくて、入られないというところもございま
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して、71名が入校者。そのうち修了者が64名

ございまして、その修了者のうち15名の方が

就職されたということでございます。こちら

の方は若干就職率が悪くなっておる状況でご

ざいます。

○山口ゆたか委員 確かに障害の種類という

ことでこの障害者の能力開発事業を行われて

いるんですけれども、実際、知的障害者の方

を施設内訓練で、この身体障害者等を民間の

教育委託機関というふうにはっきりと分けら

れているんですか。分けてはいないですね、

たしか。

○長野労働雇用総室長 はっきりそういうふ

うに分けているわけではございませんけれど

も、知的障害者につきましては施設内訓練で

対応しているというような状況でございま

す。

○長野労働雇用総室長 済みません、何度も

申しわけございません。

施設外におきましても、知的で対応してい

る部分もあるようでございます。

○山口ゆたか委員 障害の種類で、かなり何

かちょっと――まあちょっと語弊というか、

かなり考えないかぬ文章になっとったので、

はっきりと分けてあるのかなというふうにも

感じたものですから。

しかし、確かに費用もかかっております

し、ただ、社会参加とか社会貢献という中で

はもっと重要な事業だろうなと。やっぱり人

生を送る中で、社会貢献をしたいだろうと、

それが自分の収益となっていけばいいんじゃ

ないかという形が我々の国だと思いますの

で、費用がかかって確かに内容も厳しいとい

うところも評価に出てくるかもしれませんけ

れども、そういった事業は、社会に対してこ

の国の気概を訴えるのには重要なことだろう

と思っておりますので、今後も充実をお願い

したいと思っております。よろしくお願いし

ます。

○髙野洋介委員 障害者の就職について、私

もいろいろ調べたんですけれども、確かに企

業として、大企業は何人以上雇いなさいとい

う基準があると思います。けれども、県独自

でそういう調査ができないんですよね。労働

局が確かに管理はされていますけれども、県

が個別で、あの企業は何人雇っているけれど

も、何人足らないという把握ができないと思

うんですよ。ですので、そういったところま

で含めてちゃんとした情報を入れとかない

と、対応できるものも対応できない点が多々

出てきていると実際思うんですけれども、そ

の点をもう一度労働雇用総室で考えていただ

きまして、それを労働局なり何なりに要望し

ながら、いろんな情報を集めていただきたい

というふうに思っております。

というのは、私が、実際障害者の方がいら

っしゃいまして、就職をしたいと言って、い

ろいろ探してもらえぬだろうかといったとき

に、情報が全く見つからないんですよ。です

ので、そういったところも把握しながら、障

害者の身になって考えているような、そうい

う施策も打ち出してやっていただきたいなと

いう要望をさせていただいております。

以上です。

○佐藤雅司委員 この決算委員会を通じまし

て特に感じることですが、この委員会もあり

ますが、国庫返納金というのがかなりのとこ

ろで出てまいります。考えてみれば、やっぱ

り調定額という、調定をして、これはもう収

入に値するということで決定をしているわけ

ですね。その中で国庫返納、それはさまざま

な事情があると。もちろん、当初予測できな

かった不測の事態があってなったと、あるい

は理解違い、見解の相違もあるかもしれませ
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んけれども、ある意味、これは事務的には恥

と言うとちょっと言い過ぎかなと思います

が、もっともっとやっぱり精度の高い事務を

とっていかないと、国と県で金のやりとりを

単にするというようなことが仕事としてある

というのは、少しむだな仕事のような気がい

たします。そういったところについて、どな

たか、もし今見解がわかれば。わからなけれ

ば、後で結構でございますから。

○宮尾商工政策課長 国庫返納金につきまし

ては、御指摘のとおり、国庫補助事業の適正

な執行によりまして返納という事態は発生し

ないというのが当然の話でございますが、事

業によりましては、どうしても精算確定が翌

年度にずれ込んでしまって、国庫補助を返納

という事業の枠組みになるものもございま

す。

商工観光労働部について申し上げれば、過

去５年間ちょっと調べてみましたが、会計検

査院で指摘を受けて返納したというのは１件

でございます。あとは通常の精算確定、まあ

いろんな事情はございますが、例えば建物を

ちょっと早目に取り壊した関係で補助分を返

納したとか、そういったものはございます

が、私どもとしましても、委員の御指摘のと

おり、国庫補助事業の性質を十分見きわめま

して、非常に国庫補助事業の場合はいろんな

制約がございます。いろんな制約がございま

すので、そこにつきましては担当職員が、一

生懸命そういう返納ということにならないよ

うに、しっかり勉強しまして対応していくと

いうふうに考えております。

それともう１つ、商工観光労働部で考えら

れますのは、どうしても補助事業者が外部の

方が多うございます。国から補助金をもらっ

て県で執行するということではなくて、県か

らさらに民間でありますとか財団に補助する

という形のものがございますので、そういっ

た場合につきましても、補助事業者に対し

て、しっかり補助金の趣旨等を説明してまい

って、適正な執行となるように努めてまいり

たいというふうに考えております。

以上でございます。

○佐藤雅司委員 一たん取り込んだお金は出

さないというぐらいの強い意思でもってやっ

てもらいたいと思います。会計管理者の方も

何かありませんか、それについて。今の答弁

でいいですか。じゃあ、もう委員長、結構で

す。

○早川英明委員長 ほかにありませんか。

（｢ありません」と呼ぶ者あり)

○早川英明委員長 それでは、なければ以上

をもちまして商工観光労働部の審査を終了い

たします。

次回の第８回となりますけれども、来月の

25日火曜日に10時から開会をし、最終の取り

まとめを行いたいというふうに思っておりま

す。どうぞひとつよろしくお願いを申し上げ

ます。

それでは、これをもちまして第７回の決算

特別委員会を閉会いたします。どうもありが

とうございました。

午後２時41分閉会

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する

決算特別委員会委員長


